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Our mission 
 

人為起源の二酸化炭素排出を主な原因として地球規模で気候が温暖化するという、いわゆ

る人為的地球温暖化説の信憑性や地球温暖化による被害を緩和するための対策の重要性に

対し、懐疑的あるいは否定的な見解をとる議論が日本国内でも存在している。社会からの

信頼にその活動基盤を置く科学者コミュニティは、こうした現状を座視すべきではないと

考える。したがって、本稿ではこれらの議論から主な論点を拾い上げ、一方的な、あるい

は間違った認識に基づくものに対して具体的な反論を行う。 
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はじめに  

本稿の目的  

 地球温暖化問題（以下では温暖化問題）に関しては、多くの不確実性が残っている。しかし、温暖

化の人為的要因や対策の必要性に関して、これまでの知見や実状を無視するかのような議論も散見さ

れる。したがって、様々な論点を整理し、新たな知見や現在の状況などを紹介することによって、温

暖化問題に関する建設的な議論を推進することの重要性は高いと思われる。 

 そのため、本稿では、現在起きている温暖化の要因を、産業革命以降の人為的な二酸化炭素の排出

を主な要因とする考え方（以下では、「人為的排出二酸化炭素温暖化説」と呼ぶ）や温暖化対策の重要

性などに対して、懐疑的あるいは否定的な言説となっている槌田（1999、2004、2005a、2005b、2006、

2007、2008）、薬師院（2002）、渡辺（2005、2006）、伊藤（2003、2005、2006、2009）、近藤（2006）、

池田（2006）、矢沢（2007）、Lomborg（2001、2005、2007）、Durkin（2007）、武田（2007a、2007b、2007c、

2008a、2008b、2008c）、Crichton（2007）、伊藤・渡辺（2008）、山口（2006）、丸山（2008a、2008b、2008c、

2009）、武田・丸山（2008）、養老（2007）、赤祖父（2008、2009）などを中心に1、彼らの温暖化に関す

る主な議論への反論を以下のような 5つの章に分けて整理した。 

第 1章：温暖化問題における「合意」 

第 2章：温暖化問題に関するマスコミ報道 

第 3章：温暖化問題の科学的基礎 

 3.1. 過去および現在の観測データに関する議論 

 3.2. 過去および現在の気候変化の原因に関する議論 

 3.3. 炭素循環に関する議論 

 3.4. 温室効果強化に対する気候システムの応答に関する議論 

 3.5. 地球大気の構造・光学特性に関する議論 

 3.6. 海水準変化に関する議論 

第 4章：温暖化対策の優先順位 

第 5章：京都議定書の評価 

    本稿は、「IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change：気候変動に関する政府間パネル）報告書

などの結論に異を唱えること」に対して、すべて「懐疑論」のレッテルを貼ろうとしているわけでは

ない。言うまでもなく、物事に対して懐疑的であることは科学の基本であり、常に必要なことである。

IPCC報告書には、様々な対立する意見が検討され続けており、その上で、現時点においてもっとも状

                                                   
1日本語圏での温暖化懐疑論には、英語圏から直接持ち込まれたものもある。しかし、それに対する反論は英語圏

で見つけることができる。したがって、私たちの反論では、Lomborg（2007）および Durkin（2007：映画『The Great 
Global Warming Swindle （地球温暖化詐欺）』を例外として、日本語圏内の人のオリジナル著作に見られる懐疑論
に重点をおく。 
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況をよく説明できる仮説が、その確からしさに関する定量的な議論とともに紹介されている。このよ

うな営みは、現在までに蓄積された科学的知見に基づいて、より深い理解をもたらすための「科学の

営み」である。 

 ところが、今なお人為的排出二酸化炭素温暖化説の信頼性や温暖化問題の重要性に対して懐疑的あ

るいは否定的な議論には、次のような特徴をもつものが多い。 

 既存の知見や観測データを誤解あるいは曲解している 

 すでに十分に考慮されている事項を、考慮していないと批判する 

 多数の事例・根拠に基づいた議論に対して、少数の事例・根拠をもって否定する 

 定量的評価が進んできている事項に対して、定性的にとどまる言説を持ち出して否定する（定

性的要因の指摘自体はよいことではあるものの、その意義づけに無理がある） 

 不確かさを含めた科学的理解が進んでいるにも関わらず、不確かさを強調する 

 既存の知見を一方的に疑いながら、自分の立論の根拠に関しては同様な疑いを向けない2 

 問題となる現象の時間的および空間的なスケールを取り違えている 

 温暖化対策に関する取り決めの内容などを理解していない 

 三段論法の間違いなどロジックとして誤謬がある 

 このような議論の多くは、これまでの科学の蓄積を無視しており、しばしば独断的な結論に読者を

導いている。温暖化のリスクが増大している状況下で、このような議論が社会に広まることを科学者

としては看過できない。したがって、私たちは懐疑論に対する具体的な反論をとおして、最新の科学

的知見に関する情報発信を行うと同時に、地球温暖化問題の重要性に関する認識の喚起をうながした

いと考える。 

他の参考資料  

    本稿は、2005年度環境経済・政策学会（2005年 9月東京）での討論資料および 2006年 2月 18日に

東京の高千穂大学で開催された明日香壽川・吉村純と槌田敦・中本正一朗両氏による「地球温暖化に

関する公開討論会」の明日香・吉村側からの資料をもとに修正・加筆を行ったものである。したがっ

て、本稿とともに、この「地球温暖化に関する公開討論会」の発表資料を合わせてご一読いただける

と、懐疑論 が持つ論理不整合性に対する理解が深まる（明日香壽川・吉村純のパワーポイント発表資

料は、http://www.cneas.tohoku.ac.jp/labs/china/asuka/からダウンロード可能）。 

 また、同様の趣旨で異なった読者層を対象に、明日香ら（2006）、増田ら（2006）、明日香（2007）、

明日香・神保（2007）、江守（2008）、明日香ら（2009）、国立環境研究所地球環境研究センター（2009） 

などの参考資料があり、エネルギー・資源学会の学会誌『エネルギー・資源』（2009年 1月号および 3

月号）では、江守が、赤祖父俊一氏、伊藤公紀氏、丸山茂徳氏、草野完也氏らと誌上討論を行ってい

る（全文が http://www.jser.gr.jp/からダウンロード可能）。 

 さらに、米国や欧州の第一線の研究者らが中心になって運営しているブログ  “Real Climate”

                                                   
2 「人間は、人に騙されるよりも自分に騙される」というドストエフスキーの言葉がある。 
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（http://www.realclimate.org）では、温暖化に関する最新の知見や議論がトピックごとに解説されており、

懐疑論やそれに対する反論コメントを読むことが出来るので興味深い。同様に、“RealClimate 

Economics” (http://www.realclimateeconomics.org/) および “Climate Ethics”（http://climateethics.org/）は、

それぞれ経済学および倫理学の側面からの文献を解説したり、議論を展開したりしている。 

 以下に、温暖化問題に関する知識レベルに応じた推薦ウェブサイトの一覧をまとめた。ご参照いた

だければ幸いである。 

 1）温暖化問題に関しては初心者の人向け 

  NCAR: Weather and climate basics 

http://www.eo.ucar.edu/basics/index.html 

  Oxford University: The basics of climate prediction 

http://www.begbroke.ox.ac.uk/climate/interface.html 

  Pew Center: Global Warming basics 

http://www.pewclimate.org/global-warming-basics/ 

  NASA: Global Warming update 

http://earthobservatory.nasa.gov/Library/GlobalWarmingUpdate/ 

国立環境研究所地球環境センター: 見て、読んで、理解する 地球温暖化資料集 

http://www-cger.nies.go.jp/ws/opening.html 

Wikipedia: Global Warming 

http://en.wikipedia.org/wiki/Global_warming 

日経エコロミー：温暖化科学の虚実 - 研究の現場から「斬る」！ 

http://eco.nikkei.co.jp/column/emori_seita/index.aspx 

 2）ある程度は知識を持っている人向け 

  The IPCC AR4: Frequently Asked Questions 

http://ipcc-wg1.ucar.edu/wg1/wg1-report.html 

Hadley Centre: Climate change and the greenhouse effect-A briefing 

   http://www.metoffice.com/research/hadleycentre/pubs/brochures/ 

Royal Society: Guide to facts and fictions about climate change 

   http://www.royalsoc.ac.uk/page.asp?id=2986 

国立環境研究所地球環境センター: ココが知りたい温暖化 

http://www-cger.nies.go.jp/qa/qa_index-j.html 

 3）ある程度は知識を持っているものの、より深めたい人向け 

  IPCC第四次報告書（AR4 2007）http://ipcc-wg1.ucar.edu/wg1/wg1-report.html 

  IPCC第三次報告書（TAR 2001）http://www.grida.no/climate/ipcc_tar/wg1/index.htm. 
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 4）温暖化問題を巡る科学の歴史を知りたい人向け 

  Spencer Weart's "Discovery of Global Warming"（AIP） 

http://www.aip.org/history/climate/index.html 

 5）ある程度は知識を持っていて、かつ懐疑論に対して具体的に反駁したい人向け 

  Coby Beck's How to talk to Global Warming Skeptic 

http://gristmill.grist.org/skeptics 

  New Scientist: Climate Change: A guide for the perplexed 

http://environment.newscientist.com/channel/earth/dn11462 

  RealClimate: Response to common contrarian arguments 

http://www.realclimate.org/index.php/archives/2004/12/index/#Responses 

NERC (UK): Climate change debate summary 

http://www.nerc.ac.uk/about/consult/debate/climatechange/summary.asp 

  A Few Things Ill Considered 

http://scienceblogs.com/illconsidered/  

 なお、IPCCの第 1次報告書（1990）、第 2次報告書（1995）、第 3次報告書（2001）、第 4次報告書

（2007）、政策決定者のための要約、技術的要約を、英語ではそれぞれ FAR（First Assessment Report）、

SAR（Second Assessment Report）、TAR（Third Assessment Report）、AR4（Assessment Report No.4）、SPM

（Summary for Policy Maker）、TS（Technical Summary）と略すことがある。また、IPCCの 3つの作業

部会を、WG1（Working Group No.1）、WG2（Working Group No.2）、WG3（Working Group No.3）と略

すことがある。そのため、本稿でも日本語と英語の両方の記述が用いられている。 

 個人のキャパシティには限界があり、新たな知見も次々と現れる。したがって、本稿はあくまでも

ver.3.0であり、例えば温暖化問題の科学的基礎に関しては、日本気象学会などの場での継続的な議論

が必要だと思われる。なお、本稿の第 1章、第 2章、第 4章、第 5章は明日香が担当して執筆し、第 3

章は全員で分担して執筆した。
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第 1章 温暖化問題における「合意」 
 

温暖化問題に関する「合意」に対して懐疑的な議論は、1）温暖化の科学には、合意そのもの

がない、2）科学においては合意があること自体がおかしい、という二つの種類がある。前者

の懐疑論は、たとえば、将来の温度上昇の幅に不確実性があるという意味では正しい。しかし、

温度上昇の事実や温暖化の原因に関して、科学コミュニティにおいては、ほぼ 100％の合意が

ある。後者の懐疑論は、「ほぼ 100％の合意があって、かつ人類の行動規範の形成に大きな影響

を与えている科学の仮説は、人為的排出二酸化炭素温暖化説以外にも数多くある」という理由

で論理的な批判ではない。本章では、具体的な事実や定量的な分析をもとに、1）科学コミュ

ニティにおける合意の存在、2）意識的かつ組織的な懐疑論の構築、などについて検証する。  
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議論 1. 温暖化、特に温暖化への人為的な影響に関する世界的な合意はない。 

証拠 1. 全米科学アカデミーの元会長（Frederick Seitz）  が（も）京都議定書を否定しており、世界で

は、温暖化に対して懐疑的な議論が活発になされている（渡辺 2005, p.74；矢沢 2007）。 

 

＜反論＞  

 第一に、その人物の肩書きが何であろうと、一個人の意見がすべての意見を代表するわけではない。

第二に、Oreskes（2004）によると、“Global Climate Change”というキーワードで、1993年から 2003年

までに発表され、ISI データベースに登録されている査読付きの論文を分析したところ、928 論文が該

当し、かつ、その中で温暖化に対する人為的な影響の存在を否定しているものは一つもなかった。第

三に、米国では、the National Academy of Sciences（全米科学アカデミー）の他に、the American 

Meteorological Society、the American Geophysical Union、the American Association for the Advancement of the 

Scienceのような学会も、人為的要因による二酸化炭素の排出が温暖化をもたらすという説を支持する

公式文書を発表している。また、世界の多数の学術団体が合同で、この人為的排出二酸化炭素温暖化

説を支持する声明を出している（http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-19-s1027w.pdf）。 

 すなわち、少なくとも世界および米国内のアカデミアにおいては「合意はある」とする方が状況認

識としては正確である。一方、いわゆる懐疑論者は少数派であり、かつ全く分野が異なる専門外の研

究者あるいは非研究者である場合が少なくない。 

もちろん、そのような方々が議論をしてはいけない、という意味ではない。私たちが言いたいのは、

議論をするのなら、世界中の様々な分野の学界において多くの研究者が行ってきた議論の帰結や最新

の知見などを十分に踏まえた上で議論をしてほしいということであって、このように要望するのは温

暖化に関わる研究に従事するものとして横暴な態度ではないと思う。 

 なお、人為排出による二酸化炭素が温暖化の原因となっている証拠を示せ、という批判あるいは要

求をよく聞くが、温暖化のサイエンスに関して異なる知識レベルを持つ様々な懐疑論者が、一体何を

持って「二酸化炭素が温暖化の主原因である証拠」と認めるのかが明確でないため何とも答えようが

ないというのが率直な反応である。もし、仮に批判者が、生物や化学の対照実験の結果のようなレベ

ルの「証拠」を要求しているのであれば、地球がもう一つと大型のタイムマシンが必要となる。 

 「20 世紀後半からの温暖化は二酸化炭素が主原因」という人為的排出二酸化炭素温暖化説は、数学

の定理のように厳密に証明されたものではなく、科学の議論の大部分と同様、仮説である。ただし、

この議論は、ひとつの決定的証拠によって真偽が定まるような仮説ではない。すなわち、様々な観測

事実、物理法則、シミュレーション結果などに基づいて、気候に影響を与える因子（二酸化炭素、フ

ロン、メタン、水蒸気、太陽活動、硫黄酸化物、すすなど）の大きさを総合的に説明するように考え

られた仮説である。前述のように、ほぼ全ての気候学者が同意した議論でもあり、少なくとも現時点

においては、その信憑性を否定するような観測事実は皆無に等しい。そして、いま私たちに求められ

ているのは、このような状況のもとでの予防原則に基づいた政策的判断によるリスク管理なのである。 
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証拠 2. 「京都議定書に批准するな」という嘆願書（オレゴン嘆願書）に 1万数千人の科学者の署名が

集まった（渡辺 2005, p.74；矢沢 2007）。 

 

＜反論＞  

1998年に米国のシンクタンクである Oregon Institute of Science and Medicine（OISM）が行った“Oregon 

Petition”（オレゴン嘆願書）は、米国議会による京都議定書批准阻止を目的に行われた懐疑的な人々に

よる嘆願運動であり、嘆願書および後述するレビュー論文もどき
．．．

をOISMが数万人に郵送したところ、

約 1 万 7 千人の「科学者」の署名が集まったと喧伝されているために、懐疑的な見方を持つ人の数の

多さや勢力の大きさを示すものとしてしばしば懐疑的な見方を持つ人自らによって引用される。例え

ば、渡辺（2005）は、「（これによって）覚めた」と書いている（p.74）。 

しかし、この嘆願書の信頼性には大きな疑問符がつく。例えば、2001年に米 Scientific American誌が、

この嘆願書に署名した中で Ph.D. 保持者と主張する 1400人のうちランダムに 30人を選んで追跡調査を

行っている（Musser 2001）。この調査によると、まず 30人のうち 26人が様々なデータベースで確認

でき、この 26 人のうちの 11 人が、現在においても「嘆願」には賛成で、そのうちの 1 人は現在でも

活動中の気候学者、2人は関係する学問分野での研究者、8人はインフォーマルな評価に基づいて嘆願

書に署名していた。一方、確認された 26 人のうち 6 人は、現時点であれば署名しなかったと述べ、3

人は嘆願書自体が全く記憶になく、1人はすでに死亡していた。残りの 5人は何回もコンタクトを試み

たものの、何も返答がなかった。すなわち、30人のうち、2001年時点でも積極的な懐疑論を主張して

いる気候学者は一人しかいないことになる（関連分野の研究者を含めれば 3人）。また、あるジャーナ

リストは「10 分くらい署名者のリストをちらっと見ただけでも、同姓同名（二人の Joe R.Eaglemans、

二人の David Tompkins）、姓がない名前（Biolchini）、会社の名前（Graybeal & Sayre, Inc）、偽名と思わ

れる名前（Redwine, Ph.D.）が見つかる」と書いている（Shelly 2005）。 

 いずれにしろ、オレゴン嘆願書には、署名者は名前のみが掲載されているだけで、所属、経歴、連

絡先などはすべて不明である。したがって、著しく透明性に欠けたものであり、そもそも信頼性云々

を議論できるレベルのものでさえない。 

 なお、このオレゴン嘆願書に主宰者として関わっているのが Frederick Seitzである。彼がロックフェ

ラー大学の学長をしていた際に、大学はタバコ会社から 4500 万ドルの献金を受けており、「間接喫煙

の健康被害はない」と強く主張し続けた彼自身は、大学を辞める少し前に、そのタバコ会社と有給の

期限なしコンサルタントとして雇用契約を結んでいる。 

 実は、タバコと温暖化懐疑論との関係は非常に興味深く、米国の科学者グループ「憂慮する科学者

同盟（Union of Concerned Scientist）」が、2007年 1月にエクソンモービル社と懐疑論者とのつながりに

関する非常に詳細なレポートを出している（Union of Concerned Scientist 2007）。実際に、資金源となっ

て米国の温暖化懐疑論者を操っているのは石油メジャーのエクソンモービル社であることはほぼ周知

の事実であり、このレポートによると、かつてタバコ会社がとった戦略とエクソンモービル社がとっ

た戦略は酷似しており、その中心人物も、前出の Frederick Seitzなど数人がだぶっている。 
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 これらの事実だけでも、なかなか「きわどい」のであるが、実はオレゴン嘆願書には、以下のよう

なよりきわどい点がある3。  

第一に、嘆願書と一緒に “Research Review of the Global Warming Evidence” として配布されたレビュー

論文もどき
．．．

は、全米科学アカデミーが出版している学会誌 Proceedings of National Academy of Science

（PNAS）に査読付きで掲載されているオフィシャルな論文の様式と全く同じような様式で印刷されて
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

配られたため、少なからぬ人が「PNAS の査読を通った論文の別刷り」「全米科学アカデミーがお墨付

きを与えた論文」という印象を受けた。例えば、全米科学アカデミーの渉外担当である F. Sherwood 

Rowland（彼自身は大気化学の研究者）は、「論文を受け取った研究者は、誰かが自分たちをだまそう

としているのではないかと考えた」と述べている（Lambert 2004）。また、カバー・レターの差し出し

人である Frederick Seitzの肩書きが「元全米科学アカデミー会長」となっていたため、「彼がまだ全米

科学アカデミーの運営に関係している」という印象も与えた（会長を務めたのは 60年代で、1998年当

時の年齢は 87才。2008年 3月に逝去）。これらの誤解を解くために、全米科学アカデミーは、「OISM

によって配布された論文と全米科学アカデミーは全く関係なく、論文は PNAS に掲載された査読付き

論文ではない」という異例の声明をすぐに出さざるを得なかったほどである。 

第二に、配布された論文の第一著者である Arthur Robinsonは生化学者で、第二、第三の著者である

Sallie Baliunas とWillie Soonは、宇宙物理学者ではあるものの、石油会社がスポンサーとなっているシ

ンクタンクと深いつながりを持っている。第四著者の Zachary W. Robinson は、第一著者の Arthur 

Robinsonの息子であり、Shelly（2005）によると、科学者としてのプロフェッショナルなトレーニング

は受けていない人物である。 

第三に、論文の内容だが、これは “Research Review of the Global Warming Evidence”として配布された

ものの、実際には、“Research Review of the Evidence against Global Warming”と呼ぶべき内容となってい

る。例えば、著者たちは温度上昇に関して（当時は上昇傾向を見せていないとされていた）衛星観測

データのみを載せ、地表面での温度上昇の観測データは紹介していない（最新の知見によると、NOAA

の衛星データおよび気球によるデータの方に誤りがあったことが明らかになっている。本稿の議論 4

を参照せよ）。また、ヒートアイランドによる影響を強調し、NASAによるヒートアイランドの影響を

十分に考慮して割り引いて作成された温度上昇データも紹介していない。すなわち、非常に偏ったレ

ビューになっている。 

 第四に、オレゴン嘆願書の主宰者側である OISM は、その OISM が深く関係する雑誌のホームペー

ジ上（http://www.accesstoenergy.com/view/ate/s41p31.htm）において「（オレゴン嘆願書は）1万 7千人の

科学者が、温暖化は、科学的な根拠が何もないウソと主張していることを示している」と主張してい

る（原文は、“See over 17,000 scientists declare that global warming is a lie with no scientific basis whatsoever”）。

                                                   
3 この部分の記述は、Wikipediaでの Frederick Seitzに関する説明：http://en.wikipedia.org/wiki/Frederick_Seitz（2007
年 2月 21日）、Leipzig Declarationに関する説明：http://en.wikipedia.org/wiki/Leipzig_Declaration（2007年 2月 21日）、
Shelly（2005）、Musser（2001）、Lambert（2004）に依拠している。Frederick Seitzとタバコ会社との関係に関して
は、http://www.ecosyn.us/adti/Seitz_Tobacco_Crimes.htmlを参照。なお、彼は、間接喫煙の他に、アスベストなどの
危険性を否定するような論文も書いている。 
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しかし、オレゴン嘆願書の文章は、よく読むと“There is no convincing scientific evidence that human release 

of carbon dioxide, methane, or other greenhouse gasses is causing or will, in the foreseeable future, cause 

catastrophic heating of the Earth’s atmosphere and disruption of the Earth’s climate”と書いているにすぎない。

すなわち、オレゴン嘆願書には「現在、人為的な排出による二酸化炭素、メタンなどの温室効果ガス

の排出がカタストロフになるような温度上昇および地球の気候の崩壊をもたらしている、あるいは

foreseeable future（予見できる近い将来）において、そのような温度上昇や気候の崩壊をもたらすこと

を示す convincingな科学的な証拠はない」と書いてあるだけで、「温暖化はウソ」といったような事は

一切書かれていない。これは、OISMは、自らの嘆願書の内容を偽って宣伝していることを意味してお

り、とりあえず嘆願書は署名者を集めやすいような文章にしておいて、署名者が集まったら既成事実

として「温暖化はウソである証拠」として嘆願書を使っているように思われる。 

オレゴン嘆願書と似たようなものとしては、Frederick Seitzと同じくタバコの間接喫煙による健康被

害を否定し、クロロフルオロカーボン（CFCs、いわゆるフロンガス）によるオゾン層破壊や紫外線に

よる皮膚ガンの発生の可能性などにも異を唱えていた人物として有名な Fred Singer が主宰した

“Leipzig Declaration”（ライプチヒ宣言）がある4。これは、1995 年と 1997 年に行われた温暖化対策や

京都議定書に対する反対署名であり、80人の研究者と 25人の気象予報士が署名したとされる。これに

対しても、デンマークのテレビ局（DR1）が欧州在住の署名者 33人の追跡調査を行っている（このデ

ンマークのテレビ会社が制作した番組は、日本の NHK で数年前に放映されている）。それによると、

33 人のうち 4 人が確認できず、12 人が署名したことを否定し、何人かは、「宣言」自体を聞いたこと

がなかった。署名した人の職業は、医者、核物理学者、昆虫学者であった。 

このようにして、専門家のうちに懐疑論者が多いという話がつくられたのである。 

＜追記（2009年 5月 1日）＞ 

 2007年10月に、OISMは嘆願書を再発送して署名を集めた（嘆願書の文面は前の版と同じ）。それに

は、やはりSeitzの手紙と、前と同じ題名のレビュー論文もどき（Robinson et al. 2007）が添えられてい

た。したがって、現在、オレゴン嘆願書に関してOISM のホームページ（http://www.oism.org/pproject/）

からダウンロードできるのは2007年10月の新版である。 

 新版の論文もどきの著者はArthur B. Robinson、Noah E. Robinson、Willie Soonの3人である。Noahは

Arthurのもうひとりの息子で、博士号をもちPNASや他の雑誌に論文を出した経歴もある。しかし、そ

の専門は父と同じ生化学であり気候にかかわるものではない。このRobinson et al.（2007）の内容につ

いては、気候科学者による批評（MacCracken 2008）がある。 

 嘆願書の署名者名は2007年以前のものも含まれているものの、最初の版に対して指摘されたおかし

な点は修正されたようである。例えば、Eaglemansは1回になり、RedwineはKent Redwineとなっている。 

                                                   
4 Fred Singerに関しては、http://www.ecosyn.us/adti/Singer-Nightline.htmlやWikipediaでの彼に関する説明：
http://en.wikipedia.org/wiki/Fred_Singer、Leipzig Declarationに関しては、
http://www.sepp.org/policy%20declarations/leipzig.htmlやWikipediaでの説明：
http://en.wikipedia.org/wiki/Leipzig_Declarationなどをそれぞれ参照（2007年 2月 21日） 
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証拠 3. 「科学者の 9割が、二酸化炭素が原因ではないと考えている」（丸山 2008c）（武田 2008bにも

同様の記述がある） 

 

＜反論＞  
 まず、丸山（2008c）の一部を引用する。 

  「2008年 5月 25日-28日、地球惑星科学連合大会（地球に関する科学者共同体 47学会が共催する国

内最大の学会）で「地球温暖化の真相」と題するシンポジウムが開催された。その時に、過去 50年の

地球の温暖化が人為起源なのか、自然起源なのか、さらに 21世紀は IPCCが主張する一方的温暖化な

のか、あるいは、私（丸山）が主張する寒冷化なのか、そのアンケートを取ろうとした・・・」（p.3） 

「シンポジウムで行われたアンケートによれば、「21世紀が一方的温暖化である」と主張する科学者は

10人に 1人しかいないのである。一般的にはたった 1割の科学者が主張することを政治家のような科

学の素人が信用するのは異常である・・・」（p.4-5） 

 アンケートの詳しい内容や結果は明らかにされてはいないものの、安井（2008）が述べているよう

に、上記の記述や実際に参加者からの聞き取りなどから次のようなものだったと推察される。 

21世紀における温度変化に関して： 

  （選択肢 a）「21世紀が一方的温暖化である」 →   会場でイエスと答えた人は 10人中 1人 

  （選択肢 b）「21世紀は寒冷化の時代である」 →   会場でイエスと答えた人は 10人中 2人 

  （選択肢 c）「わからない」   →   会場でイエスと答えた人は 10人中 7人 

以下では、安井（2008）および吉村（2008）を参考にしながら、このようなアンケート手法および

結果の公表方法に関する問題点を挙げる。 

1）地球惑星科学連合大会の特別セッションの主催者は丸山茂徳氏当人であったため、丸山氏の考え

に近い参加者が多かった可能性がある。 

2）気象学者や気候学者の多くはその前週に横浜で開かれた日本気象学会春季大会に行っているので、

地球惑星科学連合大会の特別セッションに参加した気象学者や気候学者は少数だったと考えられる。 

3）アンケートの文章が極めて非科学的である。たとえば、「一方的」という言葉は、ある結論に意

図的に導こうとしているようにも思われる。「地球の揺らぎは大きいから、一時期は寒冷化するだろ

う」と考えて（c）と答えた場合、事実としてまちがってはおらず、かつ、人為的二酸化炭素排

出温暖化説を否定したことにもならない。 

4）セッション参加者は 200人ほどであり、挙手によるアンケートであるため、実際にアンケートに

参加した人数はさらに少ないと思われる。また、解答者の重複も生じていたと思われる。すなわち、

サンプルとして日本の科学者を代表しているとはとても言い難く、質という意味でも、数という意

味でも、このアンケート結果が、科学者コミュニティに対する客観的な「世論調査」として信用で

きるようなものでない。 

5）この挙手アンケートを丸山茂徳氏が行おうとしたときに、アンケート結果がどのように利用され
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るのかを問題視するような質問が会場から出された。これに対して、丸山茂徳氏が「結果は公表し

ない」と会場では断言したにも関わらず、結果的に公表した。 

 すなわち、アンケートの信頼性自体が大いに疑問であり、発表しないとしたものを発表するという

のも少々問題があるように思える。 

 なお、武田（2008b, p.22）にも同様の記述がある（こちらは「8割の科学者」）。これは、丸山氏の本

の題名に影響を受けたものだと思われる。 

 

（担当執筆者：明日香壽川）
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第 2章 温暖化問題に関するマスコミ報道  
 

言うまでもなく、現代社会において新聞、雑誌、そしてテレビなどのマスメディアが果たす役

割は非常に大きい。そして、懐疑論あるいは懐疑論者は、マスメディアに登場することによっ

て、その影響力を拡大している。一方、温暖化に関する報道が、逆に過剰だと感じられるよう

な場合も、一般市民やマスコミ関係者にとって懐疑論が、心理的に魅力的なものとしてうつる

ことがあるように思われる。実は、このような現象はどの国でも起きており、各国のマスメデ

ィアは、様々な「学習」を経て温暖化問題に関する報道を「発展」させている。以下は、この

ような事実を踏まえての、反論というよりも、私たちから日本のメディア関係者の方々へのお

願いである。  
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議論 2. 「マスコミでは、最近になって、人為的な温暖化に対する批判の記事が出るようになった（例

えば、毎日新聞 05年 11月 29日）」（槌田 2006, p.138）「マスコミには守らなければならない大原則が

ある。もちろん、その一つは「事実を報道すること」だが、もう一つは「異なる見解がある時には片

方だけを報道してはいけない」ということだ」（武田 2007a, p.117）。 

 

＜反論＞  

 米国ほどではないにしても、日本でも「報道におけるバランス」「少数意見の尊重」などを理由に、

しばしば温暖化懐疑論者の意見が新聞などに掲載される。 

 しかし、例えば欧州においては、米国や日本のメディアと比較すると、懐疑的な議論が取り上げら

れる機会は極端に少ない。これに関して、英ファイナンシャルタイムズ紙の記者で環境分野担当の

Fiona Harveyは、「欧州のメディアがバランスに欠けているのではない。懐疑論者の議論を同じように

取り上げてしまうと、（実際はそうではないのに）彼等がアカデミックの世界でも大きな勢力を持って

いるという間違った印象を読者に与えてしまうことになると考えているからだ」と明確に述べている

（Thacker 2006）。 

もちろん、何を取り上げるか、あるいはどのような記事を書くかは各個人の全く自由であり、私た

ちの意見を押しつける気は毛頭ない。また、こうした懐疑論がメディアで取り上げられるのは、温暖

化問題に様々な人々が大きな関心を寄せていることの証左とも考えられ、その意味では歓迎すべきこ

となのかもしれない。しかし、メディア関係の人々に対して、懐疑論者の議論を新聞などで紹介する

前に、1）懐疑論の中身や懐疑論者の背景に関してもう少し勉強して欲しい、2）必ずしも現在の科学

知識をよく代表するものではないので個々の論文（最新であっても）の結論を重視しすぎないでほし

い、などをお願いするのは決して過大な要求ではないと思う。 

 例えば、「温暖化は起きていない」や「温度上昇のグラフには海や田舎のデータが入っていない」と

いったような類の議論は、本稿でも説明するように、IPCC や米航空宇宙局（NASA）のホームページ

にアクセスすればすぐ間違いだと分かる。また、懐疑論の多くが同種の本や米国の懐疑論者のホーム

ページなどからの受け売りであって、根拠や出典が曖昧なものがほとんどであることも彼等の著書の

引用文献などを見れば一目瞭然である。そもそも、大部分の懐疑論者は、気候科学や地球科学を専門

とする研究者ではなく、（少なくとも欧米では）特定の利益団体と結びついた人たちである。 

 懐疑論者の中には、学術誌における査読制度を批判し、懐疑的な内容の論文が掲載されない理由を

学会ファシズムのせいにする人たちがいる。しかし、実際に専門的な学会に参加して、論文を真面目

に学術誌へ投稿しようとしている懐疑論者は非常に少ない（日本では一人か二人）。投稿論文が学術誌

に掲載されない理由も、ただ単に論文の水準が低いためであり、学会ファシズムといったような批判

は被害妄想と自信過剰の賜物以外の何物でもない。 

 既得権益死守を目的とした戦略的懐疑論者の真のターゲットも専門家や学会ではない。彼等の目的

は温暖化対策の必要性に対する社会認識をできるだけ希薄なものにすることなので、それを実現する

ための戦略として、とにかく「温暖化問題はなんとなく不確実性が大きい」という消えにくいイメー
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ジを世間一般の人々の頭の中に植え付けようとしている。そして、残念なことに、無意識のうちに、

そのような既得権益死守を目的とした人々の片棒を担いでしまっているナイーブな懐疑論者の人々が

日本には少なくない。 

 科学と社会とのコミュニケーションにおいては、科学者の側からの努力が必要であることは言を俟

たない。そして、残念ながら温暖化問題に関して、概して日本では、関連分野の専門家が充分な努力

を払っていたとは必ずしも言えない。しかし、何と言ってもメディアの影響力は絶大である。温暖化

対策の必要性が増す中、「人が犬に噛みついた」のノリだけで温暖化懐疑説を取り上げることだけは是

非ともやめて欲しいというのが私たちの切実な願いである。 

 なお、気候変動とメディア報道との関係に関しては、米国におけるバランス問題（人為的排出二酸

化炭素温暖化説懐疑論との両論併記問題）を批判的に取り上げたBoykoff and Boykoff（2006）や、同じ

く米国において不十分な理解に基づいた新聞報道が温暖化政策の進展を遅らせたと結論づけたPooley

（2009）のなどの論考があるので参照されたい。 

 

 

（担当執筆者：明日香壽川）



第 2章 温暖化問題におけるマスコミ報道 

22 



第 3章 温暖化問題の科学的基礎 

23 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 3章 温暖化問題の科学的基礎  
 
21世紀に地球の気候が温暖化するという見通しは、基本的には、温室効果の理論と、大気中の

二酸化炭素濃度が増加しているという事実に基づいて得られた理論的なものである。1988年の

IPCC発足以後、「20世紀にすでに温暖化が起きていることが事実として検出できるか」「その原

因として二酸化炭素濃度増加の寄与が特定できるか」などの問題（検出と原因特定  detection and 

attribution）がたてられ、長い検討の末にIPCCはこれに肯定的に答えた。これは21世紀の温暖

化の理論的見通しを支える議論のひとつとなっている（ただし、理論的見通しの不可欠な部分

ではない）。温暖化懐疑論には、この20世紀における温暖化の事実とその解釈を疑うものが多

い。本章では、温暖化問題の科学的基礎に関する様々な懐疑論に対して具体的にコメントする。 
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 ＜本章の構成＞  
 

3.1. 過去および現在の観測データに関する議論  

→ 20世紀にすでに温暖化が起きていることに対する懐疑論 

→ 本当に温暖化しているのか？という疑問 

3.2. 過去および現在の気候変化の原因に関する議論  

→ その主要な原因が温室効果ガス増加であること対する懐疑論 

→ そのほかの原因は考えられないのか？という疑問 

3.3. 炭素循環に関する議論  

→ 大気中の二酸化炭素濃度増加の原因が人間活動であることに対する懐疑論 

→ 二酸化炭素は人が増やしたのか？という疑問 

3.4. 温室効果強化に対する気候システムの応答に関する議論  

→ 温室効果による温暖化の強さに関する懐疑論 

→ 二酸化炭素が増えてもこれ以上温暖化しないのでは？という疑問 

3.5. 地球大気の構造・光学特性に関する議論  

→ 二酸化炭素の温室効果自体に関する懐疑論 

→ 二酸化炭素が増えるとどれくらい温暖化するのか？という疑問 

3.6. 海水準変化に関する議論  

→ 温暖化を原因とする海面上昇に対する懐疑論 

→ 影響の一つの氷の融解の実状は？という疑問 
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3.1. 過去および現在の観測データに関する議論 
 

観測データによる19世紀後半からの全球平均気温（Brohan et al. 2006）や、古気候指標から復元

推定された過去1000年スケールの北半球平均気温（National Research Council 2006；Mann et al. 

2008）の時系列グラフは、20世紀後半からの顕著な温暖化傾向を示している。たしかに、これ

らのグラフに関わる科学的不確実性は残っており、太陽活動などの自然起源の変動の寄与など、

解釈についても議論の余地はある。しかし、こうした点をことさらに取りあげたり、ヒートア

イランド現象の影響を過大評価したりすることによって、グラフに示唆される温暖化傾向を全

く無視してよいかのような主張を繰り広げる懐疑論がある。本節では、こうした懐疑論の事実

誤認や行き過ぎた点を指摘し、観測データに対する批判と信頼の健全なバランスを保った態度

が必要であることを説く。  

 

 

議論 3. そもそも温暖化が起きているかどうかはわからない。なぜならば、温度の観測データがおかし

いし、温暖化も止まっている。 

証拠 1. 地球表面の 7割を占める海上の気候変化のデータはなく、都市化の影響も十分に考慮されてい

ない（渡辺 2005, p.76：武田 2008b, p.37）。 

 

＜反論＞  

   まず、海上のデータがないというのは渡辺（2005）の全くの誤解である。全球平均地上気温と呼ばれ

る数値を計算するには、ふつう、陸上で観測された気温のデータと、船などで観測された海面水温の

データが使われている。その方法は、野沢（2007）が解説しているので参照してほしい。例えば IPCC

第 4 次報告書に掲載された過去 27 年間の温度変化の図（図 1-1）は、このように陸上気温と海面水温

のデータを組み合わせて得られたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                図 1-1. 全球的な温暖化傾向を示す観測結果 
                         出所：IPCC WGI AR4 Fig.3.9
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    NASAのジェームス・ハンセンたちが発表しているグラフ（http://data.giss.nasa.gov/gistemp/ ）は、陸

上だけの集計値もあるが、海上だけのもの、海と陸の両方を含めたものもある （いずれも上昇傾向は

ほぼ同じである。なお、NASAだけでなく、日本の気象庁や英East Anglia 大学の気候研究ユニットでも

同様に陸上のみの情報を公開している）。  

 陸上の観測点のうちには、都市のヒートアイランド効果など、観測場所のローカルな環境の変化の

影響が大きいところもあることは確かである。したがって、全球平均地上気温を計算している各研究

グループでは、ローカルな影響を受けた観測値を除外あるいは補正する努力をそれぞれ行なっている。

また、Parker（2004）は、ヒートアイランド効果は風の強い夜には弱いにもかかわらず、温度上昇量は

風の強い夜と風の弱い夜との間に大きな違いがないことから、温度上昇へのヒートアイランドの影響

は小さいと評価した。なお、仮に、ローカルな影響が完全に除去しきれなかったとしても、全球平均

気温にあたえる影響は小さい（Hansen et al. 2001；Peterson and Owen 2003）。また、大都市にあるから

と言って、必ずしもその地点のデータが都市化の影響を受けているというわけではない（Peterson 2003）。 

   図1-2は夜間の衛星画像の合成図（都市化の度合いを視覚的に伝える図）である。まず、図1-1の27年

間の温度変化傾向と図1-2の比較によって、ユーラシア大陸上などの大きな上昇トレンドが都市化とは

無相関であることがわかる。また、全体的にも、これらの年だけではなく他の年でも相関性は見いだ

せないことなどから、温度上昇と都市化は無相関であると言える。温暖化が激しいのはむしろ都市化

が進んでいない場所であり、このことは「都市化による全球気温のバイアス」が幻想であることを示

している。 

 

 

 

         

            

                   図 1-2. 夜間の衛星画像（2002年 8月 11日） 
                                       出所：http://veimages.gsfc.nasa.gov/1438/earth_lights_lrg.jpg 
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 ところで、全地球の温暖化の指標は全球平均地上気温だけではない。地上から高さ約数kmまでの対

流圏下層の気温にも（「議論4」の項参照）、海の深さ3kmまでの蓄熱量にも（Levitus et al. 2005）、上昇

傾向が見られる。これらが主にヒートアイランドなどのローカルな影響によるものでないことは明ら

かである。 

 なお、武田（2008b）も、「事実、IPCC は、報告する地球温暖化のデータでは、「都市化による平均

気温の上昇を除いていない」と言うことを公表している」と書いている（p.37）。しかし実際には、IPCC

報告書の中にこのような記述は存在しない。例えば、“A number of recent studies indicate that effects of 

urbanisation and land use change on the land-based temperature record are negligible (0.006ºC per decade) as far 

as hemispheric- and continental-scale averages are concerned because the very real but local effects are avoided 

or accounted for in the data sets used.” （対応訳）「最近の多くの研究が示すように、半球規模や大陸規模

でみる限り、（1950 年以降の）陸上気温の記録に、都市化や土地利用の変化が及ぼす効果は無視できる。

なぜならば、実際にあるとはいえ局地的な効果は、用いられるデータセットの中で無効となるか補正

の対象となってしまうからである」とある（IPCC WG1 AR4 Chapter 3, p.237）。したがって、前出の IPCC

の記述に関する文章は武田氏による創作だと思われる。 

 また、「温室効果ガスで気温が上がっているのは、日本でも世界でもせいぜい 0.2 ºC程度ということ

になる」（武田 2008c, p.73）と書いているが、これも誤った計算である。なぜなら、武田（2008c）で

は、都市と田舎各 1 点のデータのみをもって、都市部の気温上昇が見られる一方で田舎では気温上昇

が見られないと断言し、「あまり精度が高くないのに、細かい数値を提示するのは誠意がないので、こ

こでは「半分」」と、何ら根拠なく、気温上昇量の半分を都市化の影響としているからである。実際に

は、（都市化の影響がほとんど含まれていない）IPCCで取り上げられている全球海水温の上昇量は 0.67 

ºC/100年（1901～2005年）であり、武田氏が「半分」と断言する根拠は全くない。 

さらに、武田（2008c）では、赤祖父（2008）の図（その出典は Keigwin（1996））を用いて、全体的

に寒冷化の傾向がみられると言いながら、太陽活動の影響で 0.3 ºC/100年の気温上昇が見られると根拠

なしに断言している（かつ矛盾もしている）。 

 いずれにしろ、IPCCの全球の 0.7 ºC上昇との値から、都市化の影響として半減させ、さらに太陽活

動の影響として 0.3 ºCを差し引き、「0.1～0.3 ºCほど」の上昇量としているのは、武田氏が根拠なく勝

手に行った計算に過ぎない。 

 

証拠 2．ここ 100年は、（日本の）年平均気温は殆ど上がっていない（武田 2008b, p.28）。田舎で観測
すれば 0.2 ºCの気温上昇しか起こらない（武田 2008b, p.32）。 

 

＜反論＞  

2008年 4月の段階で、武田（2008b）が引用する近藤純正氏のホームページ上では、日本における平

均気温の上昇率に関して 0.2ºC /100年としていた計算値を、再度検討し直した結果として 0.67 ºC /100

年に修正している。しかし、2008年 10月に出版された武田（2008b）では、恣意的に修正前の古い値
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を用い続けているようである。 

また、武田氏は、日本における 1990年代の急激な温度上昇を「バブル・ジャンプ」と呼び、この原

因を日本の観測状況（機差）などの特異性に帰している。しかし、海温データでも世界の気温データ

でも、この武田氏の言う「バブル・ジャンプ」が見られることから、日本の観測状況（機差）に単純

に起因するとは言いがたい。なお、これに関して気象庁の「異常気象レポート 2005」では、1990年代

のジャンプの要因を北極振動（Arctic Oscillation: 北極と北半球中緯度地域の気圧が逆の傾向で変動する

現象）の影響としている

（http://www.data.kishou.go.jp/climate/cpdinfo/climate_change/2005/pdf/2005_2-2.pdf）。（バブルジャンプと

いう現象自体も、もともとは近藤氏が提唱したものである） 

さらに、数点だけの気温上昇が見られない地点を殊更に取り上げる手法もミスリーディングである。 

 

証拠 3. 日本近海の水温も上がっていない（武田 2008b, p.37-42；武田 2008c） 

 

＜反論＞  

武田（ 2008b, 2008c）では、日本の気象庁による「海面水温の長期変化傾向（日本近海）

http://www.data.kishou.go.jp/shindan/a_1/japan_warm/japan_warm.html」のデータを用いて、日本近海の水

温は上昇していないとしている。しかし、これには下記のような問題点がある。 

第一に、気象庁の資料（図 1-3）では、全 13 海域のうち、有意な上昇傾向が見られる 9 海域と、見

られない 4 海域とがある。それにも関わらず、武田（2008b）では、「北海道から南下し、三陸沖、関

東沖、愛知沖あたりまでは」と有意でない 3 海域のみを取り上げ、海水温に変化傾向が見られないと

している。 

第二に、武田氏は、「四国・東海沖南部」に関して、「海の気温が上がっているのは、実は四国より

南の海域である」（武田 2008b）と同海域で海温が上昇していること自体は認めるものの、「“日本全体

の海の温度”とは言いがたい」（武田 2008b）、と否定的に取り上げている。しかし実際には、前述のよ

うに、日本近海の場合、安定してほぼ同様な上昇傾向が見られる海域の方が多い。 

第三に、「日本海中部」に関して、戦前戦後のズレの原因を武田は単純に気温ジャンプに求めている

が、これは前出の議論 3証拠 2で述べたように、北極振動の影響と考えられる。 

第四に、武田（2008b）では、「気象庁が恣意的に、トレンドを示す回帰直線が引かれていないグラ

フを公開している」という主張が展開されている。しかし、気象庁ホームページには、「上昇率が『＊』

とあるものは、統計的に有意な長期変化傾向が見出せないことを示します。」ときちんと明記されてい

る（図 1-3参照）。したがって、批判はあたらない。 
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                      図 1−3. 海面水温の長期変化傾向（日本近海） 

       出所：気象庁 http://www.data.kishou.go.jp/shindan/a_1/japan_warm/japan_warm.htmlを整理 

 

 

証拠 4.  観測環境が劣化しており、系統的な温暖化傾向が出ていると疑われる（伊藤 2009；伊藤・渡

辺 2008, p. 59-78） 

  

＜反論＞  

観測環境の劣化は確かに問題である。しかし、世界平均気温の変化を計算する際には、周囲と大き

く異なったり、大きな不連続があったりするなど明らかに不自然な時系列を示すデータは除去あるい

は補正されている（たとえば Peterson et al. 1998）。また、地表面積の 7割は海洋が占めるので、世界平

均気温の変化には海上のデータの寄与の方がより大きい（ただし、海上データにも一部補正が必要）。

以上から、観測環境の劣化が世界平均気温変化の推定に与える影響は限定的と考えられる。 
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証拠 5. 気温が下がっている場所もある。南極圏の温度は 50年間ずっと横ばいである（渡辺 2005；渡

辺 2006；武田 2007a）。 

 

＜反論＞  

 世界を探せば気温が下がる傾向の場所もある。しかし、それらは局所的な自然変動によるものであ

り、それらを全て時間空間的に平均して得られる全体的な傾向として、20 世紀の山岳氷河の大規模な

後退や温暖化はほぼ確実な観測事実であって否定しようがない。 

 また、最近の研究結果では以下のようなことが明らかになっている（Knutson et al. 2006） 

1）過去 100年間で寒冷化している地点は（十分なデータが存在する地点の）数％未満に過ぎない 

2）特に寒冷化傾向が顕著なのは米国南東部とグリーンランドの南東沖である 

3）しかしモデルの長期変動における自然変動で検定すると、この両地域の寒冷化トレンドは有意で

ない 

4）長期変動における自然変動を用いた検定により、有意なトレンドと認められる地点はほぼすべて

温暖化している 

 さらに、南極圏の気温は上昇していないのは、むしろ「南極圏の気温上昇は他の地域より遅れる」

という専門家の予測と整合的であり、南極の周りの海域で深層との海水の混合が大きいことなどによ

ると考えられる。いずれにしろ、一部の地域の現象（例：気温低下や降雪量の増大）をとりあげて地

球全体で起きている傾向を否定する論法は、非常にミスリーディングなものである。 

 

議論 4. 衛星による観測データでは温度上昇が見られない（渡辺 2005, p.92）。気象衛星 NOAAの計測器

のデータによる南半球の気温は、25 年間変わっておらず、エルニーニョ現象がなかったら逆に微かに

下がり気味である（渡辺 2005, p.89；池田 2006）。 

 

＜反論＞  

 ここでいう衛星による気温は、対流圏下層、つまり高さ約 2 kmを中心として数 kmの厚さをもった

層の平均気温である。地上気温（原則として地面・海面から高さ 2 mでの気温）と同じではない。 対

流圏下層気温は気球でも観測されている。2000 年ごろに得られていたデータでは対流圏下層気温には

はっきりした上昇傾向がなかった。それは地上気温に上昇傾向があることと論理的に矛盾するもので

はないが、気候モデルによる予測計算とはくいちがっていた。 

 しかし、最近の研究（Mears 2005；Sherwood et al. 2005）で、衛星観測、気球観測それぞれの観測機

器の誤差およびその補正手順を吟味して計算しなおした結果によれば、対流圏下層気温にも上昇傾向

が見られる。これでモデルによる予測との矛盾はなくなった（Santer 2005；Hogan 2005；Karl et al., 2006）。 

 すなわち、モデルによる予測が観測データ処理を訂正するきっかけをもたらしたわけである。しば

しば批判されるように、気候モデル開発の過程では、観測データを参照してチューニング（調整）を



第 3章 温暖化問題の科学的基礎 

31 

行なわざるをえない。しかし、もしそれが無分別に結果の数値を観測値に合わせるようなものであっ

たら、上記のような検証は起こりえなかっただろうし、気候モデルがこのような説得力を持つことも

なかっただろう。 

 

議論 5.  2001年以降、気温上昇が止まっている（赤祖父 2009）。 

 

＜反論＞  

 1998年のエルニーニョによる異常高温などの自然の変動に対する認識不足が、このような誤解を生

じさせる原因となっていると思われる。図 2は、1977年から 2007年までの観測された世界平均気温の

変化を示す。火山噴火やエルニーニョ（東太平洋の赤道付近で海水の温度が上昇する自然現象）、ラニ

ーニャ（エルニーニョとは反対で、同じ海域の海水の温度が下降する自然現象）などの自然変動に対

応した気温変化率の変動があるものの、15年の変化率で見ると、近年に至るまでほとんど同じ率で気

温上昇が続いている。2007～2008年もラニーニャによる寒冷化が生じた。しかし、現在（2009年 4月）、

ラニーニャ的状況が持続しているものの、弱まる兆候が見られている（2009年春以降には終息する可

能性が高い）。このため気温上昇傾向が回復してきている（ただし、ラニーニャは、再発の可能性もあ

る。詳細は、次の URLにある気象庁のエルニーニョ監視情報を参照せよ。

http://www.data.jma.go.jp/gmd/cpd/elnino/kanshi_joho/kanshi_joho1.html）。 

（これに関しては議論 10も参照のこと） 

 

 

 

 

 

     図 2.  1978年以降の温度変化状況 

          出所：Schmidt and Rahmstorf（2008） 

 

注：赤が各年の年平均世界平均気温偏差の観測データ。左図の青線は 8年トレンド、右図の青線は 15年トレンド

をそれぞれ示す。
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議論 6. ホッケー・スティック論争で、Mannらは自分たちの復元推定計算結果の訂正記事を出した（渡

辺 2005, p.94）。IPCCは，第四次報告書でホッケー・スティック曲線を見放したことについて清算して

いない（伊藤 2009） 

 

＜反論＞  

 ホッケー・スティック論争とは、過去 1000 年の範囲で 20 世紀に急激な温暖化が起きているか否か

についての論争であり、Mann et al. （1998, 1999）により推定された北半球平均気温の復元曲線の形が

ホッケー・スティックのように見えることからこの名前がついた。彼らの復元推定曲線はその代表例

として IPCC第三次報告書（2001）にも掲載されており、20世紀が過去 1000年間で際立って温暖であ

ることを示す重要な論拠とされた。その後、Mann らは 1998 年の論文に対する訂正記事（Mann et al. 

2004）を Nature 誌に提出したが、これは利用可能であったデータのうちどれを実際に採用したかの記

述に間違いがあったというものであり、論文の結果には変更がないと明言している。すなわち、彼ら

自身が過去の論文の結論の誤りを認めたものでは決してない。したがって、渡辺（2005）の「悔しま

ぎれの捨てぜりふ」という形容は事実に反している。なお、Mannらの復元推定に関する論争はこの他

にもいくつかあり、増田（2005）が整理を試みている。 

 また、IPCC 第三次報告書以降、過去 1000~2000 年間の気温の復元推定は他の研究グループによっ

ても数多く行なわれてきており、Mann らの仕事ばかりに注目するのは適切ではない。IPCC 第四次報

告書（2007）には、IPCC第三次報告書に掲載されたものも含め、11種の復元結果が掲載されている（第

6 章の図 6.10）。その中には Mann らの曲線も含まれており、さらに、ホッケー・スティック論争とそ

の後の研究群の整理にも相当の紙面が割かれている（第 6章、p.466-474）。また、懐疑論では無視され

ているが、第三次報告書に掲載された Mannらの最良推定値には、±0.5℃ほどの大きな誤差範囲がつけ

られている。第四次報告書に掲載された復元結果には、中世から産業革命以前の気温変動が大きいも

のも多いが、それらにしても、Mann らの復元結果の誤差範囲に含まれている（つまり、Mann らの結

果と誤差範囲で一致している）。 

 ただし、最近の古気温復元結果では、推定された誤差が小さくなってきている。つまり、最近の古

気温復元精度の向上により、これまでは誤差に埋もれていた変動が見えてきたということである。し

たがって、「IPCCが Mannらの結果を見放した」という主張は明白な誤りであり、ホッケー・スティッ

ク論争が「清算されていない」という批判も当たらない。なお、これまでの研究結果を総合してみる

と、1000年間の前半の気候復元のばらつきはまだ大きいものの、20世紀後半以降の気温が際立って高

いことは共通している。 

 



第 3章 温暖化問題の科学的基礎 

33 

3.2. 過去および現在の気候変化の原因に関する議論 
 
人為起源の温室効果気体濃度の増加は気候変化の唯一の要因ではない。しかし、20世紀の全球

平均地上気温の上昇の大部分を説明する要因である。一方、対立仮説としては、太陽などの地

球外部の原因、火山あるいは人為起源のエーロゾル（気体中に浮遊する微小な液体または固体

の粒子）、気候システム（大気・海洋・雪氷など）の内部変動、などがありうるが、このいず

れによっても、気温上昇を説明することは困難である。なお、地域別の気候変化にとっては、

温室効果ガスの増加は、必ずしも変化の大部分を説明するわけではない。しかし、温室効果ガ

ス増加という要因を入れた過去の気候変化シミュレーションの結果は、その不確かさの幅の内

で観測事実と矛盾しない。  

 

 

議論 7. 人為的排出二酸化炭素温暖化説によれば、二酸化炭素の大気中濃度上昇によって、平均気温は

単調に上昇傾向を示し、その上昇率は近年に近づくほど大きくなる。しかし実際に観測された平均気

温の変動はこれとは異なった傾向を見せている。例えば、第二次世界大戦前後の大気中二酸化炭素濃

度上昇率が大きくなった時期に、逆に低温化傾向を示している （近藤 2006；Durkin 2007；赤祖父 2008；

赤祖父 2009）。 

 

＜反論＞  

地球の平均気温は二酸化炭素濃度に見合った平衡状態に達しているわけではなく、気温変化には様々

な因子がある。すなわち、太陽活動や火山といった自然起源因子もあり、メタンやフロンなどの二酸

化炭素以外の温室効果ガスも人為活動により増加している。これらと二酸化炭素とが合わさって20世

紀の気温上昇の原因となっている（二酸化炭素だけが原因とは、人為的排出二酸化炭素温暖化説をと

る研究者の誰も言っていない）。したがって、気温と二酸化炭素濃度がぴったり対応しないのは必ずし

も不思議なことではない。第二次世界大戦前後の大気中の二酸化炭素濃度の上昇率が大きくなった時

期は、火山噴火などの自然要因（Wigley et al. 1997）と人為起源エーロゾルの冷却効果（Tett et al. 2002；

Nagashima et al. 2006）が温暖化を打ち消していたという説が有力であり、同時に気候の内部変動とい

う説もある（Andronova and Schlesinger 2000；Knight et al. 2005）。 

このような過去の事象は、気候モデルによる 20世紀の再現実験によってある程度示すことができる。

例えば、仮に二酸化炭素やエーロゾルなどの人為起源物質の増加が無いという条件でシミュレーショ

ンを行うと、（自然の変動要因と気候の内部変動だけでは）20世紀後半の気温上昇の大きさは再現でき

ない（図 3）。これらは、20世紀後半においては、二酸化炭素が「原因」で温度が「結果」であること

を強く示唆している。 
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図 3. 気候モデルによるシミュレーション結果 

                              出所：Shiogama et al.（2006）を改変 

 

 なお、気候変動を予測する気候モデルは、まず過去および現在の事象（例：様々な要因による温度

変化）を事後的にうまく再現できるかどうかによって検証される。また、このような検証を経て淘汰

されてきた最新の気候モデルは、例えば温度上昇の地域差などもかなり正確に再現している。 

 実は、前述のように、長い間、モデルが予想する地球上空の温度上昇と気象衛星および気球による

データによる温度観測のずれが問題となっており、懐疑論者の格好の攻撃の的となっていた。しかし、

最新の知見では、衛星データなどの方に（補正の）誤りがあったことが明らかになっている（本稿の

議論 4を参照）。すなわち、前にも述べたように、結果的にモデルの予測が現実の観測の誤りを指摘し

たことになり、この事はモデルの結果を現実の数字に近づけるようなチューニング（調整）が無分別

にはなされてはいないということの間接的証明にもなっている。さらに、気候学者は、気候モデルを

用いて 1991年に起きたフィリピンのピナツボ火山噴火後の気温低下を噴火直後に予測することにも成

功した。すなわち、限られた数の事象のみではあるものの、過去だけでなく将来予測に関してもモデ

ルは一定の検証を受けている。 

 ただし、現時点でモデルの検証が「十分」であるかは誰にも判断できない。今後もモデルと観測デ

ータの不一致に対して、モデルを改良するか、観測データの解釈を再検討するかという営みが不断に

続くのであるが、それは真っ当な「科学」の営みに他ならない。重要な点は、世界中で独立に開発さ

れた多くのモデルがこのような不断の検証を受け続けており、現時点でその全てが将来の温暖化傾向

を予測していることである。 
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議論 8. 最近の温暖化は主に太陽活動の影響である。 

証拠 1. 過去においては太陽活動のレベルを示す黒点数と温度との相関関係が観られる（池田 2006；近

藤 2006；伊藤・渡辺 2008, p.145-154）。 

 

＜反論＞  

 確かに過去の気候変動においては太陽活動が大きな影響を与えていると考えられ、IPCC AR4も、過

去における太陽活動の影響を否定してはいない。図 4-1は過去の太陽放射量の経年変化を示すが、この

図が示すように、重要なポイントは、20 世紀後半においては太陽活動が活発化する傾向は見られず、

20世紀後半の急激な温暖化は太陽活動では説明できないことである（Solanki and Krivova 2003；Foukal 

et al. 2006）。 

 

                    

                図 4-1.  太陽活動の大きさの推移 

                                                            出所： Lean（2006） 

 

注：上の方の図は、Fröhlich and Lean（2004）による太陽放射量の観測結果を示す。下の方の図では、水色の陰影

部がLean（2000）によって再構築された過去の太陽放射量の変化であり、11年の移動平均を示している。もう一

つのピンク色の折れ線グラフは、Wang et al.（2005）によるシミュレーション結果である。これらから、20世紀後

半においては太陽活動が活発化する傾向が見られないことが分かる。
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 このことは気候モデルを用いたシミュレーションでも示唆されている（前出の図3）。なお、最近で
は衛星観測以前の太陽放射量経年変化の推定に関して、11年周期よりも長期の変化は過大評価である
という考えが強まっており（Lean et al. 2002；Wang et al. 2005）、実際には太陽活動が気候に及ぼす影響
はさらに小さい可能性がある。 

  なお、Solanki et al.（2004）は最近太陽活動が異常に強くなっていると述べているが、Muscheler et 

al.（2005）はとくに異常なレベルではないと反論している。ただし、太陽活動が地球温暖化の主要な

要因ではないという点については、これらは同じ見解が述べられている。太陽活動の影響に関しては、

詳細な総説としては Gray et al.（2005）を参照せよ。 

 

証拠 2. 宇宙線の量と温度との相関関係が観られる（伊藤 2003；伊藤・渡辺 2008, p.154-155；丸山 2008a；

丸山 2008b；丸山 2009）。 

 

＜反論＞  

 宇宙線が雲の形成に影響をおよぼし、それが 20世紀後半の気温の上昇につながっているという理論

は、しばしば人為的排出二酸化炭素温暖化説を批判する材料として用いられる。しかし、宇宙線と雲

の形成との因果関係に関しては、1）理論的な証明が不十分である、2）宇宙線の量に関して、（雲の形

成による温度上昇を説明するのに必要な）長期的傾向が見られない、3）この説の提唱者である論文の

計算自体に問題がある、なども指摘されている（Damon and Laut 2004）。 

 また、1）宇宙線と相関が高いとされる下層雲量は衛星の赤外バンドのみから求めたものであり、そ

もそも赤外のみから求めた下層雲量は現実の雲量のよい指標でない、2）可視＋赤外から求めた下層雲

量（現実との対応がよい）と宇宙線との相関は悪い、3）赤外のみから求めた下層雲量と宇宙線の相関

もデータを 1994年以降に延長すると相関が悪くなる、などが明らかになっている（図 4-2）。 

 さらに、1994 年以降の衛星データ処理に問題があるという指摘もなされたが、その可能性が低いこ

とを示す研究結果も発表されている（Sun and Bradley 2004）。 

 したがって、研究者の間では、宇宙線の量と温度との相関関係は信頼性がそれほど高くない一つの

仮説にとどまっている。 

  なお、最新の総説としてVerheggen（2009）がある。そこで論じられているPierce and Adams（2009）

の雲微物理の数値モデルによる研究によれば、宇宙線の量を20世紀にあった程度に変化させた結果生

じる雲凝結核の数の違いは、0.1%程度にすぎなかった。 
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      図 4-2 太陽活動に関係する 3種類の指標と全球平均地上気温との比較  

                               出所：Bard and Delaygu（2008） 

 

注：青色は太陽放射量、緑色は宇宙線照射量（他の指標との比較を容易にするため符号が反転されている）、灰色

は太陽磁気活動の指標（aaインデックス）、赤色は全球平均地上気温（細い赤線は95%の信頼区間）。1950年以降、

全球平均地上気温には顕著な上昇傾向が見られるが、太陽活動に関係する指標にはそのような傾向は見られない

（ただし、太陽放射量のデータは1978年以降）。縦軸は規格化された数値であるが、図の右側には全球平均地上気

温の変化（ΔT）と太陽放射量に関する正味放射強制力（NRF）の変動幅が示されている。 

 

議論 9.  過去約 2000年間の気温変動に比べれば、過去約 100年間の温暖化は異常なものではない。（丸  

山 2008b）。 

 

＜反論＞  

    丸山（2008b, p.183-186）は、1個体の屋久杉の年輪から得られた安定炭素同位体比（δ13C）のデータ

を全球平均気温の指標として独自に解釈することにより、地球の気候が太陽活動や宇宙線照射量に連

動していると主張し、過去 100 年程度の地球温暖化の傾向が「異常」ではないと結論づけている。丸

山が用いた δ13Cデータは Kitagawa and Matsumoto（1995）によるものの、この解釈自体はまったく丸

山氏独自のものである。 

しかし、まずこの屋久杉は 1970年に伐採されたものである（Kitagawa and Matsumoto 1995）ため、

そもそも近年の急激な温暖化傾向について論じる目的には使えない。また、1970 年以前のデータに関

しても、1）１個体の屋久杉が大気中 CO2の δ13Cの変動を記録しているか、2）大気中 CO2の δ13Cは全

球平均気温を反映して上下するか、という 2 つの問題に答えないかぎり、上記のような丸山氏独自の

解釈にもとづいた議論は成立しない。以下では、この 2つの問題について詳しく検証する。 
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問題 1. 屋久杉は、大気中 CO2の δ13Cの変動を記録しているか？ 

 実測される以前の大気中 CO2を最も正確に保存しているものは、過去の空気を閉じこめた氷床であ

る。図 5 に示すように、南極氷床コアの分析結果によれば、西暦 1200～1800 年における大気中 CO2

の δ13C 変動の振幅は 0.3 パーミル程度である（Francey et al. 1999）。これに比べて、Kitagawa and 

Matsumoto（1995）が分析した屋久杉１個体の年輪における δ13Cの変動幅は 1.5パーミル程度と、大気

CO2の変動よりはるかに大きい（なお、日本地球惑星科学連合大会 2008 年 5 月 28 日の丸山氏の講演

要旨では、±3パーミルの変動である［変動幅は 6パーミル］という誤った数値が述べられている）。す

なわち、少なくともこの個体に関しては、大気 CO2の変動とは異なる、その木が育った環境からの影

響が圧倒的に大きいことが明らかである。また、古気候学の常識的に考えても、1本の樹木年輪のデー

タから全球的な変動を再現することは不可能である。 

 

 

      

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

                      図 5.  屋久杉（緑線）と大気中 CO2（黒線）の安定炭素同位体比の比較 

 

注：横軸は西暦年。（a）の緑線は、Kitagawa and Matsumoto（1995）によって分析された屋久杉１個体の年輪にお

けるδ13Cの推移を示している。図の右側には、気温の指標と見なすことによる温度偏差の目盛りが付加されてい

るが、これは屋久島における産業革命以前の気温変動を推定したものであり、全球平均気温の変動を示すもので

はない。（b）の黒線は、 南極氷床コアの分析による過去1000年間の大気中CO2のδ13C （Francey et al. 1999）。産業

革命以降は、人為起源の（δ13Cが低い）CO2放出により、大気中CO2のδ13Cが急速に低下してきていることが明ら

かであり、屋久杉のδ13Cにもこれと同様の変化が見られる。 

 

問題 2. 大気中 CO2の δ13Cは、全球平均気温を反映して上下するか？ 

 丸山（2008b）は、気温が上昇すれば植物の光合成が活発になり、それにともなって δ13Cは上昇する

（気温が低下すれば δ13Cも低下する）と主張している。その根拠として、植物に含まれる炭素は δ13C
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が低いため、植物バイオマスが増えると大気中に残される CO2については δ13Cが上昇すると考えられ

る、と主張している。しかし、大気中 CO2の δ13Cが全球平均気温と連動する（正の相関を持つ）とい

うのは仮説にすぎず、その真偽については検証する必要がある。これまでの研究によれば、考慮する

時間スケール（あるいは主要な役割を果たす過程）の違いにより、大気 CO2の δ13Cと全球的な気温と

の相関は異なることが明らかになっている。したがって、時間スケールによっては符号が逆にもなり

得る。両者の間に単純な相関を仮定するのは不適切である。 

 数年～数百年スケールでは、全球的な寒冷化が起こると、陸上植物のバイオマス量が減少する効果 

よりも、土壌中の微生物の呼吸や有機物の分解が抑えられる効果が勝ると考えられ、陸上生物圏全体

では正味で CO2を吸収することになる（Trudinger et al. 1999；Jones and Cox 2001；Lucht et al. 2002）。

その結果、大気中 CO2の δ13Cは上昇するため、丸山の仮説とは変化の方向が逆になる。 

 一方、約 18000年前から約 11000年前にかけて（氷期から間氷期への移行期にほぼ相当）、全球規模

で急激な温暖化が起こり、大気中 CO2濃度は上昇したが、同時に大気中 CO2の δ13Cも上昇した（Smith 

et al. 1999）。この期間では、全球平均気温と連動して δ13Cが上昇したことになるが、陸上生物圏だけ

ではなく海洋も重要な役割を果たしていたと考えられる。 

 さらに重要なことに、産業革命以降においては、（δ13Cが低い）化石燃料等の人為起源の CO2が大気

に加わったことにより、大気中の δ13Cが大きく低下してきている（図 5）。このような変化は屋久杉の

δ13Cにも反映されており（Kitagawa and Matsumoto 1995）、これを気温変動の指標であるとする解釈は

完全な誤りである。 

 

 以上より、丸山（2008b）の独自の解釈（「1 個体の屋久杉の年輪から得られた δ13C データは全球気

温平均の指標である」）自体に何重もの誤りが含まれており、この誤った解釈に基づいた様々な主張は

当然成り立たない。 

 

議論 10. 最近の温暖化は自然変動にすぎない（赤祖父 2008；赤祖父 2009）。 

 

ここでは、主に江守（2009）に基づいて、まず自然変動に関する全体的な反論を述べ、次に個別の論

点について反論する。 

＜全体的な反論コメント＞  

 自然変動といっても、「自然起源の強制力への応答」（太陽活動変動や火山噴火への応答）と「気候

システムの自励的な内部変動」（エルニーニョ南方振動、北極振動など）を区別する必要がある。赤祖

父（2009）で述べられている自然変動は、1）上のどちらにあたるか、2）前者であれば強制力は何か、

3）後者であればどのような構造の内部変動か、などが明確にされていないので、次に紹介する IPCC

の解釈の対立仮説として科学的に評価することがむずかしい。 

IPCC が 20 世紀後半以降の温暖化の大部分が人為起源である可能性が非常に高いと結論した主な根
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拠は、自然起源強制力のみを与えた気候モデル計算では観測された気温上昇が再現できず、人為起源

強制力も与えると再現できるということである。この際、内部変動の不確実性、強制力（特にエアロ

ゾルの効果）の不確実性、気候モデル（気候感度）の不確実性が当然ありうるものの、人為起源強制

力を与えた場合は不確実性の範囲内で観測と整合的であり、自然起源のみの場合は不確実性を考慮し

ても観測と整合的でない、という点が重要である。現時点においては、他の仮説にこのような定量的

な整合性を客観的に議論できるものは存在しない。 

 

＜個別の論点に対する反論コメント＞  

証拠1．過去の温暖化の大部分は小氷河期（14世紀半ばから19世紀半ばにかけて続いた寒冷な期間）か

らの回復であり、IPCCはこれを無視している。小氷河期の原因はまだ誰にもわからない（赤祖父 2008；

赤祖父 2009） 

＜反論＞  

 IPCC報告書（WG1 AR4, 9.3.3節）には、小氷期（赤祖父氏のいう小氷河期）を含む過去700年の北半

球の気温変化を太陽・火山等の外部強制力によって整合的に説明できることが示されている。もちろ

ん、これは過去の気温および強制力の復元には大きな不確実性があり、その幅の内で整合的であると

いう意味である。しかし、20世紀後半の気温上昇は、不確実性を考慮しても、温室効果ガスの増加が

ないと説明できないのである。 

 もし小氷期からの回復の原因がわからないとするならば、その要因が20世紀後半も続いていると考

える根拠は薄弱である。またその原因を太陽あるいは火山と推測するとすれば、20世紀後半にはその

変化傾向は観測されていない（太陽については議論8の反論参照）。 

 

証拠2．IPCCでは20世紀前半の温暖化とその後の寒冷化が考察されていない（赤祖父 2009） 

＜反論＞  

前述のように、IPCC報告書（WG1 AR4, FAQ9.2）には、自然および人為の強制力を与えた気候モデ

ル計算により、1940 年代の海上のピークを除いて、観測された気温変化を再現できることが示されて

いる。 

また、1940 年代の海上のピークについては、海面水温の観測方法の変化による人為的なものである

ことが最近指摘されている（Thompson et al. 2008）。 

したがって、この問題が補正されると、1940年代のピークは今まで考えられていたより小さくなり、

気候モデルの結果に近づくことになる。（ただし、以上の説明は以下に述べる PDO などの自然変動の

存在を否定するものではない）。 

なお、20 世紀前半の温暖化についてまだ不明な点があるのは確かだが、過去にさかのぼるほど気温

変化も強制力もデータの不確実性が大きくなるので、20 世紀前半の温暖化が解明されなければ後半の

説明もできないとはいえない。 
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証拠3．IPCCはPDOなどの準周期変動を無視している。準周期変動の原因はまだ誰にもわからないの

で気候モデルに教えることができない（赤祖父 2008；赤祖父 2009） 

＜反論＞  

 IPCC報告書で将来予測に用いられている気候モデルは、PDOなどのいくつかの自然変動を再現する

ことができている（IPCC WG1 AR4, 8.4.2節）。PDOは内部変動モードなので、これを再現するためにモ

デルに「原因」、すなわち外部強制力を教える必要はない。大気と海洋の方程式を素直に解けば、PDO

は勝手に現れる。ただし強制されたものではないため、その位相（いつ正になっていつ負になるか）

は予測できない。PDOは「カオス的である」と言われるが、それは、初期条件が少し違うだけでPDO

の位相が大きく違うことがあることをさしている。 

 

注：PDOは、Pacific Decadal Oscillation（太平洋十年規模振動）の略で、大気と海洋が結びついて起こる気候の内

部変動である。十年規模・数十年規模振動（decadal /multidecadal oscillation）と呼ばれるものの1つであり、十年か

ら数十年の周期を持つ。他の十年規模・数十年規模振動には、大西洋数十年振動（Atlantic Multidecadal Oscillation：

AMO） がある。 

 

証拠4．近年、世界平均気温は低下しているので、気温上昇というIPCCの予測はすでに外れている（赤

祖父 2009） 

＜反論＞  

 近年10年程度だけに注目すると世界平均気温が上昇していないように見えるのは確かである（本稿

議論5を参照のこと）。そして、その原因としてPDOが関係している可能性があるという指摘ももっと

もである。しかし、上（証拠3の反論）に述べたように、IPCCに採用された予測計算ではPDOの位相を

再現できないのは当然であり、その部分に注目してIPCCの予測が外れたという批判は的外れである。 

 PDOはカオス的な内部変動であるため、気候モデル計算の結果のPDOの位相はまちまちである。多

数の計算の平均をとると、内部変動は互いに打ち消されて、温暖化によるほぼまっすぐなトレンドが

残る。この平均化されたものを評価するには、現実のデータも内部変動を消した形で見るべきである

（現実は1つしかないので時間軸上で移動平均するくらいしか手段がないが）。 

 

証拠5．IPCCは 100年間で6ºC上昇するとしている。それならば、10年間で0.6ºC上昇していないとおか

しい（赤祖父 2009） 

＜反論＞  

    IPCC AR4の100年間の予測計算の結果は、排出量シナリオによる幅と気候モデルによる幅をもってい

る（江守 2008の4章1節を参照せよ）。また、6ºCというのは排出量が大きいシナリオと感度の大きめの

気候モデルの組み合わせで出てくる値である。ちなみに、近未来の気温上昇について、IPCCでは10年

間で平均0.2ºCのペースと予測している（AR4 WG1, TS.5.1）。 
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証拠6．IPCCでは、大気中水蒸気量はモニターされていない（赤祖父 2009） 

＜反論＞  

 IPCC WG1 AR4では3.4.2節で大気中水蒸気量の変化のレビューがされている。その後、1987年以後の

全球海上の水蒸気量の変化傾向が人為的な温暖化のモデル計算と整合的であることを示した研究もあ

る（Santer et al. 2007）。 

 

議論11.   20世紀の間に、グローバル・ディミング（地球暗化）と呼ばれる現象が起きている。これは

地上に達する太陽放射の減少であり、原因は硫酸エーロゾルと考えられている。この硫酸エーロゾル

は、人為起源の温室効果ガスによる温暖化よりも大きな寒冷化をもたらしているはずである。もし、

それにもかかわらず気温が上昇しているのならば、温室効果ガス以外にそれよりも大きな温暖化をも

たらす要因が働いているはずである。（伊藤2005；伊藤・渡辺2008, p.127-130）。 

 

＜反論＞  

  20世紀後半で日射が減少傾向にあるという観測事実から気温低下をもたらすと考えられているグロ

ーバル・ディミングに関しては、1）観測された日射の減少は、全球的な現象ではなく、局地的または

地域的な現象である（Alpert et al. 2005）、2） 日射の観測値は 1985年頃を境に減少傾向から増加傾向に

転じており、先進国で大気汚染物質の排出規制が始まった時期と合致する（Wild et al. 2005）、などの

研究結果が出ている。したがって、グローバル・ディミングの効果は、今まで議論されてきているエ

アロゾルの効果でほとんど説明できると考えられる。なお、近年の温暖化の議論や実際のモデル計算

では、エーロゾルや対流圏オゾンの影響は、二酸化炭素と並んでその効果がすでに定量的に考慮され

ており、その大きさも、二酸化炭素による温暖化を打ち消すようなものではない。 

 

議論 12.  大気汚染が温暖化の原因となっている可能性がある（槌田 2005b；槌田 2006）。 

 

＜反論＞  

 大気汚染物質であるエーロゾルの気候影響は種類によって異なる。エーロゾルは、それ自身が太陽

光を散乱・反射するだけでなく、雲凝結核となって雲のアルベドや寿命を変化させ、地上気温を下げ

る効果を持つ。一方、煤のように太陽光をよく吸収するエーロゾルは、空気を暖め、場合によっては

地上気温を高める。また、雪氷面などに付着して地表面アルベドを変化させることにより、地上付近

の大気を暖める。しかし、地上気温を高めるこれらの効果は、硫酸液滴などのエーロゾルによる冷却

効果と比べて数分の一程度であると考えられている（Hansen et al. 2005b）。また、エーロゾルが重要だ

からといって、二酸化炭素などの気体成分が重要でないわけではなく、両方の効果は共存している。

気候モデルのシミュレーションによれば、20世紀後半の地上気温経年変化は、第 1に二酸化炭素など

の気体成分、第 2に（大気汚染による）硫酸液滴のようなエーロゾルを考慮するとよく説明できる（Tett 

et al. 2002）。煤や土壌粒子などのエーロゾルの効果はそれらに比べれば副次的と思われる。 
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3.3. 炭素循環に関する議論 
 

化石燃料の燃焼によって排出された二酸化炭素の半分以上が大気中にとどまっており、それが

20世紀に起きた大気中の二酸化炭素濃度の増加の主要な原因である。今後も、化石燃料を使い

続ける限りは、大気中にとどまる比率は変わるかもしれないものの、ほぼ同じことが続くはず

である。したがって、約100年の時間スケールの大気中の二酸化炭素の変化を、ここでとりあげ

る懐疑論のように、気温・水温の上昇の結果として、あるいはその他の自然要因によって説明

することは困難である。  

 

 
議論 13. 二酸化炭素の温室効果による地球温暖化はなく、気温上昇が二酸化炭素濃度上昇の原因であ

る（槌田 2005b；槌田 2006；近藤 2006；槌田 2007）。 

 

証拠 1. 例えば、 Keeling et al.（1989）のグラフ（図 6）によると、気温の変化は二酸化炭素濃度の変化

よりも半年早く現れる（槌田 2005；槌田 2006；槌田 2007；伊藤 2007；武田 2008b；伊藤 2009）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6.  観測値から長期的上昇傾向と季節変化を取り除いた大気中二酸化炭素濃度変動と気温変動の関係 

                                      出所：根本（1994）, p.151 

 

＜反論＞  

図 6 は、Keeling et al.（1989）による一つのグラフを根本（1994）が日本に紹介したものだが、この

図をもって二酸化炭素の変動が常に気温に追随すると考えるのは拡大解釈である。なぜならば、この

グラフは、キーリングが、二酸化炭素濃度の長期的な上昇傾向（人間活動の影響）を除いた場合の気

温上昇と二酸化炭素濃度上昇との関係を明らかにする目的で作成したグラフであり、ある特定の時間

スケールにおける気温上昇と大気中の二酸化炭素濃度上昇との相関関係を示したものだからである。

グラフでは温度上昇が二酸化炭素の濃度上昇に先行しているように見える理由としてキーリング自身

が「エルニーニョによる二酸化炭素濃度上昇を示していると考えられる」と明言している（キーリン
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グがどのような意図で図 6を作成したかについては、彼自身の日本での講演録である Keeling（1993）、

さらに温暖化問題におけるキーリングの業績に関しては、キーリング追悼講演録でもある Hansen

（2005a）をそれぞれ参照してほしい）。 

なお、関連分野の専門家の多くにとって常識ではあるが、キーリング自身は生涯温暖化論を支持し

ていたことを付け加えておく。槌田（2006）はキーリングが温暖化論支持から不支持の立場に転向し

たかのような印象を与える記述をしているが、Keeling（1993）は講演録で大気中二酸化炭素濃度の長

期的上昇が人間活動の影響であると述べており、槌田（2006）の主張とは相容れない。 

    また、河宮（2005）にあるように、エルニーニョなどの自然起源による二酸化炭素濃度変動振幅は

0.5 ppm 程度、変動の特徴的なタイムスケールは数年程度である。例えば、大気大循環モデルを用いた

地球温暖化実験において，100年程度のタイムスケールで二酸化炭素濃度が350ppm から700ppm に倍増

したときの典型的な昇温幅が2~6度である（IPCC第三次報告書）ことを考えると、図6の振幅・タイム

スケールは非常に小さなものであり、現在起きている温度上昇にはほとんど影響を与えないレベルで

ある。このような場合、二酸化炭素は受動的な大気成分として振る舞い、気温や降水といった環境条

件の変動の影響を受けそれらより位相の遅れた変動を示す。一方、20世紀後半に起きている地球温暖

化問題の場合は、大きな濃度変化が長期間にわたって続くため放射バランスの変化を通じ気温を能動

的に変える要因として働く。 

さらに、図6の関係を敷衍して二酸化炭素濃度の長期的上昇を説明しようとすると、25度といった大

幅な気温上昇を仮定せざるを得なくなるが、もちろんそのような気温上昇は観測されていない。本稿

冒頭で紹介した討論会で筆者らはこの矛盾について槌田氏に問いただしたが、明確な回答を得ること

はできなかった（河宮・江守 2006）。 

 以上のようなやりとりがあった後に、近藤（2006）は、彼の図2.14（本稿では図7）を用いてCO2濃

度の変化は海面水温変化によって支配されていると述べ、槌田（2006）の主張を支持した。 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

図7.  CO2濃度変化と海面水温変化 

                          出所：近藤（2006）の図 2.14 
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 この図 7 では CO2濃度変化の長期傾向は情報として含まれているものの、時間微分と同等の操作を

施すことにより見かけ上長期傾向の印象を弱くしている。以下に示すとおり、この図を丁寧に見れば、

CO2濃度変化の長期傾向を海面水温の変化によっては説明できないことが明らかである。 

 まず、槌田（2006）や近藤（2006）の主張によれば、水温が低下した 1~2年後に CO2濃度が下がる

はずであることを確認しておく。ここで近藤（2006）の図 7 で水温のグラフを見ると、水温が上昇し

ている期間と下降している期間を両方含むことが分かる。一方 CO2の年増加率のグラフを見ると、負

の値には決してならない。これはグラフに示された全期間を通じ、CO2 が増加していることを意味す

る。つまり、水温の上昇・下降に関係なく CO2が増加しているというということを図 7は表している。

この事実は槌田（2006）や近藤（2006）の主張と矛盾する。なお、図 6や図 7に見られるような、CO2

濃度が気温・水温に遅れて変化する関係は、長期成分を取り除いたり、時間微分に同等な操作をした

りなど、何らかの処理を施して 2者の関係を強調しない限り明瞭には見えてこない。 
  なお、1990年代の平均的な人為起源 CO2排出量は 6.3GtC/yrである。この排出量のうち半分程度が海

洋や森林などに吸収された場合に対応する大気中CO2濃度増加率を計算すると、1.5ppm/yr ほどになる。

これは図 7における 1990年代の平均的な CO2濃度上昇率とほぼ一致している。このことは、図 7に見

られる「水温の上昇・下降に関係ない CO2濃度上昇」が人為起源 CO2排出によるものである、という

考え方を支持するものである。 

一方、図8は、季節変動の除去以外には特別なデータ処理を行わず、年平均のCO2濃度・海面水温（SST）

の時間変化をもっとも単純な形で比較してみたものである。 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8.  マウナロアにおいて観測された CO2濃度（実線、Keeling and Whorf 2005）と全球平均海面水温（破

線、Rayner et al. 2003）の時間変化 

                注：両者とも 12ヶ月移動平均を用いて季節変動を取り除いてある 
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 この図 8から、槌田（2006）や近藤（2006）の主張と異なり、海面水温の上昇・下降に関わらず CO2

濃度は一貫して増加していることが分かる。すなわち、この海面水温の変化に無関係な CO2増加が、

人為起源 CO2の排出によるものなのである。 

 なお、このような説明をすると、「図 8は人為起源 CO2による温暖化説とも矛盾するのではないか？

なぜなら、この図では CO2濃度が上がっていながら、海面水温が下がっている時期がたくさんあるか

ら」という質問を受けることがある。こうした疑問に対しては、次のように答えることができる。す

なわち、気候を決める要因の中には、エルニーニョのように周期的に気温・海面水温を上げ下げする

ものや、大規模な火山噴火のように一時的に気温・海面水温を下げるものが含まれる。つまり、観測

される気温・海面水温の時間変化は、CO2 濃度の上昇に対応してゆっくり上昇する成分と、上記のよ

うな自然変動によって上下動を繰り返す成分とが含まれる。前者による上昇の速さは後者による上下

動の速さより遅いため、一時的に気温が下がる時期が多数見られる。したがって、図 8 の海面水温の

時間変化においも、短い周期で変動する成分をのぞいて長期的傾向を見れば、1970 年代以降は上昇傾

向にあることがわかり、この上昇傾向は、人為起源の温室効果気体排出によるものである可能性が非

常に高いと考えられている（議論 7に対する反論も参照のこと）。 

また、近年のCO2増加が人為起源排出によるものであることをより端的に示すデータとして図9を掲

げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9.  ボストークのアイスコアから得られた CO2濃度（Petit et al. 1999）と、最近の CO2濃度直接観測

データ（Keeling and Whorf 2005）をつなげて示した時系列グラフ 

                   出所：Steffen et al.（2003） による図を改変 
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これは氷床コアからとられた過去40万年のCO2濃度の変化と、マウナロアなどで測定された20世紀後

半以降のCO2濃度の変化とをつなげて示したものである。この図9から、近年は過去40万年にない勢い

でCO2濃度が上昇していることが分かる。このCO2濃度上昇を環境変動の結果として説明しようとする

と、氷期-間氷期サイクルに匹敵する環境変化が産業革命以後に起こっていなければならない。近年温

暖化の兆候が検出されているとは言え、それほどまでに大きな変化は観測されていない。産業革命以

後のCO2濃度上昇は、人間活動の結果と考えるのが妥当である。 

長期変動成分を取り除くと図6のようなCO2濃度と気温のラグ付き相関が見られる理由についても概

略を説明しておく。 

まず、この場合の気温変動の支配的要因となっているのはエルニーニョである。現在の知見では、

エルニーニョ発生で気温が上がったときにCO2濃度が増加する仕組みとして、1）高温化がもたらす干

魃による陸域生態系の生産力低下、2）昇温による土壌有機物の分解促進、3）乾燥による森林火災の

増加、などが考えられている。なお海洋については、後述するように、エルニーニョ発生年にはCO2

放出が低減することが実際の観測によって明らかになっている（本議論の証拠5を参照せよ）。すなわ

ち、エルニーニョによる海面温度上昇はあるものの、「（人為的排出二酸化炭素温暖化説を否定する

論者の多くが証拠を示さずに主張しているような）海面温度上昇によって海面からのCO2が放出され、

それが大気中のCO2濃度上昇の主な要因となっている」という考えは誤りである（河宮 2005）。 

最後に補足するが、世界の「人為的排出二酸化炭素温暖化説」否定論者のうちでも、このグラフ（図

6）を使って「温度が原因で濃度が結果」という論を立てるのは、私たちの知る限り、日本の論者のみ

である。これには根本（1994）の影響力が大きかったと思われる。なお、根本順吉氏の気候変化の見

通しおよびその原因に関する見解は、池田（2006）も指摘しているように、各著作の時点ごとに異な

る。 

 

証拠 2. 南極氷床コアのデータによれば、氷期･間氷期サイクルに伴う大気中二酸化炭素濃度の増減は、

気候変動に対して遅れていた。したがって、気候変動が二酸化炭素濃度を変えるのであり、二酸化炭

素が気温を変えるのではない（Durkin 2007；武田 2008b）。アル･ゴアの映画『不都合な真実』ではその

逆のことが示唆されており誤りである（伊藤 2007；伊藤 2009）。二酸化炭素大気中濃度の上昇が原因

で、結果として気温上昇が起こっているものと仮定すると、二酸化炭素やメタンの大気中濃度を周期

的に変動させる地球システムのイベントを示すことが必要（近藤 2006）。 

 

＜反論＞  

前述のように、人間活動の影響以前に二酸化炭素やメタンの大気中濃度を増加させていた要因は、

もちろん気候変動であってもよく、これも含めて、気候学者は過去 20年以上にわたり以下の 3つを同

時に認めている。 

1）気候が原因で二酸化炭素濃度が変わる 
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2）二酸化炭素濃度が原因で気候が変わる 

3）近年の地球温暖化は、2）が大きな原因である 

 まず、強調したいのは、1）は 2）、3）と両立するので、1）を認めたら最後、2）も 3）も棄却され

るという論理は成り立たないことである。あくまでも 20世紀後半の温度上昇に関しては人為起源の温

室効果気体が主な原因であるということであり、それ以前の過去において、温室効果気体以外の原因

により地球規模の気候変動が起こったことは明らかである。また、気候変動が原因で二酸化炭素濃度

が変化した場合が数多く存在することも明らかである。 

氷期から間氷期に移る「退氷期」においては、二酸化炭素濃度の上昇は南極の気温上昇に対して数

百年ほど遅れていたことが、氷床コア研究から分かってきた。退氷期とは、約 10万年に一度、地球の

平均気温が 5�ほど温暖化したとともに、カナダや北欧などを覆っていた分厚い大陸氷床が融け、海面

が約 130m も上昇した期間のことである。この退氷期においては、公転軌道の形や自転軸の傾きなど、

地球軌道要素の変化によって、北半球の夏における太陽からの距離が近くなったことにより、大陸氷

床が縮小を始め、その影響が全球に及んだと考えられている（ミランコビッチ理論）（Kawamura et al. 

2007）。退氷期の大気中二酸化炭素濃度の増加については、大陸氷床の縮小による気候変動や海洋への

淡水流入が、海洋の温度や循環、生物活動の変化を引き起こし、海洋からの二酸化炭素放出につなが

ったとする考え方が主流である（野崎 1994；Sigman and Boyle 2000；Ahn et al. 2008）。しかし、これら

の研究成果から、二酸化炭素が地球温暖化を引き起こさなかったとする論理は誤りである。 

なぜなら、まず退氷期の持続期間が 5000年以上であり、二酸化炭素の気温に対する数百年の遅れに

比べてはるかに長いからである。つまり、懐疑論では無視されているが、二酸化炭素濃度と気温は何

千年間も同時に上昇していた。もう一つ、見落としてはならないことは、氷床コア解析から復元され

た温室効果ガス濃度と、地形･地質学的調査から復元された過去の大陸氷床の拡大範囲から、氷期の最

寒期における温室効果気体濃度と大陸氷床による負の放射強制力が、同程度であったことが分かって

いることである。複数の気候モデルで軌道要素と温室効果ガス濃度、氷床の分布を変化させた古気候

シミュレーションにおいても、氷期の気温が 3~5℃低下したと推定されたが（IPCC 第四次報告書）、

温室効果ガス濃度の減少がなければ、その半分程度にしかならない。 

また、氷期の寒冷化には大気中のエーロゾルや植生分布の変化も寄与したと考えられ、それらは、

氷床と温室効果気体による気候変動に対する、さらなるフィードバックとして捉えるべきものである。

まだ不確実性は大きいが、これらの寄与を考慮に入れると、気候モデルによる氷期−間氷期の気温変動

の推定値は 4~7℃である。これらのことは、大気中二酸化炭素が気候変動への正のフィードバックと

して働き、気温上昇をさらに強めたことを示しているとともに、気候モデルによる見積もりと古気候

データとの間には、定量的にも矛盾がないことを示している。 

なお、アル･ゴア氏の映画『不都合な真実』において、過去 65 万年間の氷床コアデータを用いた文

脈で、将来の気温上昇について定性的には正しいものの定量的には誤った示唆をしているのは確かで

ある。なぜなら、気温の予想値に言及しているわけではないものの、過去に見られた二酸化炭素濃度
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と気温との相関を、そのまま将来に外挿することを読者に促すような表現になっているからである（実

際には、氷期−間氷期の気温変動における温室効果気体の寄与は半分程度である）。 

しかし、ゴア氏が、過去の気温と二酸化炭素濃度との間には複雑なメカニズムを介した相関がある

としたことや、温室効果気体が気温に影響したと言及したことなどは正しい。一方、「氷期−間氷期の

気温変動が温室効果気体変動に一方的に影響しただけであり、温室効果気体による気温変動の増幅が

なかった」と主張する懐疑論は、定量的にはおろか定性的にも誤りである。 

懐疑論の背景には、「過去においても現在においても二酸化炭素のみが温暖化の原因だと IPCC や気

候学者は主張している」というような誤った認識があるように思われる。まさにこのような批判こそ

が、地球温暖化の理論と古気候復元結果との整合性を「懐疑論者」が十分に理解あるいは研究してい

ないことの証左と言える。 

 

証拠 3.（人為的二酸化炭素排出が継続していたにも拘らず）92 年と 93 年では二酸化炭素濃度は増加

しなかった（槌田 2005；近藤 2006）。 

 

＜反論＞  

第一に、大気中二酸化炭素濃度変化は、人為起源の排出と自然の（海洋および陸上生態系の）排出

および吸収の和で決まる。したがって、自然の排出・吸収は火山噴火やエルニーニョのような自然変

動により変動し、正味で大きな吸収になることもある。人為的二酸化炭素排出があれば必ず大気中二

酸化炭素濃度が上がることを人為的排出二酸化炭素温暖化説の研究者は主張しておらず、二酸化炭素

濃度の変動は、人為的排出二酸化炭素温暖化説を否定するようなものではない。 

第二に、スクリプス海洋研究所による観測データ（http://cdiac.esd.ornl.gov/trends/co2/sio-keel.html）の

うちで、もともと季節変動がより小さい（自然の排出・吸収の影響が現われにくい）南半球の地点で

の年平均値を見ると、二酸化炭素濃度はこの時期も上昇しつづけている。 

第三に、元データ、すなわち槌田 （2006） の図表 2-4あるいは近藤（2006）の図 2.11を見ると、月

別では最高月の濃度は 92 年も 93 年も上昇傾向にはあり、全体の上昇傾向にそれほど逸脱していない

ようにも見える。 

第四に、そもそも、2年間の異常があるから、産業革命以降の約 150年間でずっと成立していると想

定できるものを完全否定する、という論法自体がおかしい。 

 

証拠 4. 2003年では大気中二酸化炭素濃度が 3 ppmも増加した（それまでは毎年 1.5~1.8ppm）。3ppm

というのは、人間が排出した量と同じである（槌田 2004）。 

 

＜反論＞  

 まず、3 ppmという数字の由来が不明である。また、前出の議論 13証拠 3に対する反論の中でも述

べたように、二酸化炭素大気中濃度は、人為的排出以外の要素も影響するため大きな幅があり地域に
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よっても異なる。したがって、3 ppmという数字もあり得ない数字ではない。実際に、IPCC第三次報

告書でも、「1990年代の年々の増加量は、0.9 ppm（0.2％）から 2.8 ppm（0.8％）まで」となっており、

変動幅は大きい。 

 

証拠 5. エルニーニョの 1年後に二酸化炭素濃度が上昇する。エルニーニョによる海面水温上昇によっ

て大気中に二酸化炭素が海洋から放出される（槌田 2005b）。 

 

＜反論＞  

    これも人為的排出二酸化炭素温暖化説と矛盾しない。前出の議論 13 証拠 1に対する反論でも述べた

ように、確かに、エルニーニョによって二酸化炭素濃度が増えるという形の因果関係は考えられる。

しかし、それは温暖化や干ばつによる森林火災時の二酸化炭素排出が大きく影響していると考えられ

ている。実際に、最近では 97～98 年のエルニーニョによって、多くの国で数百万 ha もの森林火災が

あった。83 年のインドネシアでの森林火災もまた、その半年以上前のモンスーン期の干ばつ（実際に

あったエルニーニョ）の影響を受けて二酸化炭素を排出していた。なお、次の図 10 と図 11 で示した

ように、エルニーニョによる海面水温上昇によって海洋から二酸化炭素が放出されるというのは、実

際の観測によって否定されており、実際は、逆にエルニーニョによって海面からの二酸化炭素放出量

は減少するという変化が起きている（Feely et al. 1999）。これは、エルニーニョに伴って太平洋赤道域

に広がる高温の海水には、生物活動の影響によりもともと CO2があまり含まれていないためである。 

 なお、図 10および図 11で示したデータに対し、「92年はピナツボ火山噴火の直後にあたるので、こ

のような特殊な時期のデータはあてにならないのではないか？」という疑問もあるであろう。しかし、

こうした時期だからといってエルニーニョそのものが特異な振舞いを見せているわけではなく、太平

洋赤道域における水温の上昇は他のエルニーニョと同様に起こっている。火山噴火が大気海洋間のCO2

交換に影響を与えるような具体的なプロセスが提案されているわけではなく、また、水温上昇に伴う

CO2放出減少の理由も上記のように合理的に説明できる。すなわち、ここで示された 92年のデータは

充分に代表性があると思ってよい。実際、図 11をみると、92年以外のデータである 93-96年について

も、水温と CO2分圧の逆相関ははっきりと見て取れる。もちろん、エルニーニョのような出来事によ

るフィードバックはいつも同じように（同じ大きさで）成立するとはかぎらない。 
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                                 図 10.  エルニーニョと海面からの二酸化炭素放出との関係 

                              出所：Feely et al.（1999） 
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           図 11.  海面水温と二酸化炭素分圧との相関関係 

                                 出所：Feely et al.（1999） 

 

注：図 10の右列が海洋からの CO2放出を示す。上の方 92，93年がエルニーニョ発生年、下の方の 96年は非エル

ニーニョ発生年にあたり、エルニーニョ発生年の方が、CO2放出が小さくなっていることがわかる。図 11では、

海面水温（SST）が上がると CO2分圧（pCO2）が下がる（海は CO2を吸収しやすくなる = 海面からの CO2放出量

が小さくなる）というきれいな相関が示されている。 

  

 

議論 14. 海面水温上昇で、海洋から CO2が大量に放出される。例えば 1度の海水温上昇で CO2の溶解

度は 4%減少する。海洋表層に含まれる無機炭素は 1,020Gtほどであるので、1度の海水温上昇で 40Gt

（炭素量換算）の CO2が大気中に放出されることになる（近藤 2006）。 

 
＜反論＞  

 炭酸系における「緩衝効果」と呼ばれる現象のため、1度の温度上昇による炭素放出は 40 Gtより小

さく、4 Gtほどであると考えられる。これは大気中濃度に換算して 2 ppmほどであり、マウナロアに

おける CO2濃度直接観測が始まった 1958 年からから現在までの CO2濃度増加量 50ppm に比べわずか

な量でしかない。すなわち、全球平均で 1 度程度の海水温上昇では、大気中の二酸化炭素濃度上昇を

定量的に説明できない。 

この炭酸系の緩衝効果について概略を簡単に説明する（野崎（1994）72-73ページ、より詳細な解説

がされている）。 

海洋中で無機炭素は、二酸化炭素（CO2）、炭酸イオン（CO3
2-）、重炭酸イオン（HCO3

-）の 3つの

形態を主にとりながら溶解し平衡に達している。「CO2 の溶解度が 4%減る」ということはあくまで

CO2形態の溶解度が 4%減少することを意味し、3形態をあわせた「全炭酸」濃度の減少量とは異なる。
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CO2の溶解度が 4%減少したとき、全炭酸濃度の減少量はその 1/10 程度の約 0.4％であり、このことを

緩衝効果と呼ぶ。そして、上の 1,020Gt という数字は、CO2 形態の無機炭素量ではなく全炭酸量であ

ることに注意して欲しい。 

 緩衝効果について、さらに例を挙げて説明する。Sabine et al.（2004）は、海洋が吸収した人為起源

CO2の分布を推定している。それによると、海洋表層における人為起源 CO2の典型的濃度は、全炭酸

で 50 mmol/m3ほどである。これに対し、自然界にもとから存在する全炭酸は海洋表層で 2000 mmol/m3

ほどであり、人間活動による増加は 2.5 %ほどに過ぎない。しかし海洋表層の CO2分圧は大気中のもの

と同様、産業革命以前から 30 %近くも増えている（Takahashi et al. 2002）。海洋中の CO2分圧は CO2

形態の無機炭素濃度に（一定温度では）比例するので、緩衝効果により、全炭酸濃度よりも増加の割

合が 1桁高いのである。 

なお、炭酸系の緩衝効果に関しては、ハーバード大学教授でもあった Roger Revelle氏がその認識に

重要な役割を果たしていることを付け加えておきたい（炭酸系の緩衝効果を定量的に議論する際に重

要な係数に Revelle 係数という量がある）。彼は、本稿の議論 13 でも取り上げたチャールズ・キーリ

ング氏を雇用してハワイのマウナロア山での大気中 CO2濃度観測を推進した米スクリプス海洋研究所

長（当時）であり、映画『不都合な真実』にあるように、ハーバード大学の学生であった若い頃のア

ル・ゴア氏に大きな感銘を与えた人物でもある。 

 

議論 15. 炭化水素燃料の燃焼によって大気に付加される二酸化炭素による炭素の供給量は 6 Gt程度で

あって、年間に大気と生態系・海洋表層水と交換される二酸化炭素による炭素量 200 Gt のわずか 3%

に過ぎない（近藤 2006）。 

 

＜反論＞  

これも非常にミスリーディングな議論である。大気、陸、海の間の二酸化炭素のやりとり（自然の

炭素循環）は、例えて言えば、年度末の残高（大気中二酸化炭素濃度）の変化は大きくないものの、

年度途中での出し入れが激しい貯金口座の預入・引出のようなものである（だから循環という名前が

ついている）。一方、人為的二酸化炭素排出は、わずかずつであるものの、年度末残高を増加させる

積立貯金になぞらえることが出来る（人類による二酸化炭素排出量は産業革命以降現在までの累計で

約 350 Gt）。この累計で約 350 Gtというのは、産業革命以前の大気中二酸化炭素存在量の約 7割であ

り、自然界の炭素循環過程での変動では吸収不能な量である。なお、これに関しては向井（2007）を

参照されたい。 

 

 

 

 

 



第 3章 温暖化問題の科学的基礎 

54 

議論 16.「人為的に排出された二酸化炭素のうち、大気中にとどまるのが 46%、海洋吸収が 28%、森林

吸収 25%」という推定はいい加減。「森林などによる吸収の増加」は、森林伐採や焼き畑などの現状に

反している（槌田 2005b；槌田 2006）。 

 

＜反論＞  

 前出の議論 14に対する反論でも述べたように、しばしば「温度上昇によって二酸化炭素濃度が上昇

した。人為的排出は大気中二酸化炭素濃度上昇に関係ない」という主張のもと、ヘンリーの法則やエ

ルニーニョなどが持ち出され「大気中にとどまるのが 46％」などの数字が否定される。 

 しかし、このような議論は、直感的に考えておかしく、観測事実によっても否定されている。 

 まず、仮に、現在観測されている二酸化炭素濃度上昇が人為的な排出由来でないとすると、数十万

年間も変化がなかった状況から、何らかの原因で海洋から人為的な排出と同じ量の二酸化炭素がいき

なり放出され、それと同時に全く同量の人為的排出による二酸化炭素が海と陸に吸収されなくてはな

らない。これは直感的に非常に考えにくい。仮に森林伐採によっても陸域生態系から排出、さらに海

水温上昇で海洋からも排出、人為的な化石燃料からも排出というのであれば、一体それらの二酸化炭

素は最終的にどこへ行ったというのだろうか。 

 ヘンリーの法則によって人為起源二酸化炭素が海洋にすべて吸収されると説明するのも困難である。

なぜならば、もし人為起源二酸化炭素が全て海洋に吸収されたとすれば、その分海洋中の二酸化炭素

の質量は大きくなり、平衡する大気中の二酸化炭素分圧もそれに比例して大きくなる。しかし、人為

起源二酸化炭素は大気中には残っていないので分圧の上がりようがない。したがって、実際には、人

為起源の二酸化炭素の一部が大気中に残り、「海洋中の二酸化炭素量増加に対応する二酸化炭素分圧上

昇」と「大気に残った二酸化炭素によりもたらされる実際の二酸化炭素分圧上昇」が等しくなるとこ

ろで平衡が保たれるはずである。 

 また、前述のように、エルニーニョによる海面水温上昇→二酸化炭素放出の可能性も実測によって

明確に否定されている。 

 さらに、下記に挙げるのは、独立的な研究手法に基づいた複数の定量的な研究であり、すべてある

程度の範囲で、「人為的に排出された二酸化炭素のうちで海洋に吸収される量」などに関する数値でほ

ぼ一致した結果を出している。もし、このような数字を否定するのであれば、一つ一つの研究結果に

対して具体的な反証を挙げるべきである。 

 

研究 1：14C濃度の変化 

 化石燃料由来人為的排出による二酸化炭素は、炭素同位体である 14Cの含有量が小さい。したがって、

図 12に示したような大気中の二酸化炭素に含まれる 14Cの濃度変化を見れば、大気中二酸化炭素濃度

上昇が化石燃料由来によるか否かがわかる5（Damon et al. 1973；Baxter and Walton 1970）。 

                                                   
5 より詳細は、Freyer（1979）を参照せよ。 
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        図 12.  大気中における 14C濃度の変化 

                       出所： Hadley Center（2005） 

 

研究 2：O2濃度の変化 

 大気中の酸素の濃度は、化石燃料由来の人為的二酸化炭素排出および陸域植生による吸収によって

変化するが、海洋による二酸化炭素吸収によっては変化しない。したがって、Keeling et al.（1996）で

明らかにされているように、大気中の酸素と二酸化炭素濃度の変化をあわせて見れば、人為的排出を

含めた二酸化炭素の排出・吸収源の寄与度がわかる（図 13）。これに関しては IPCC第三次報告書で詳

しく議論されている（http://www.grida.no/climate/ipcc_tar/wg1/fig3-4.htm を参照せよ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13.  O2と CO2の観測結果から得られた近年の CO2収支に関する模式図 

                               出所：東北大学大気海洋変動観測研究センター（2006） 
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 陸上生態系による吸収は、大気の二酸化炭素収支を地域別・季節的に分けて解析することなどによ

り、主に北半球中・高緯度の植生が吸収していることがわかっている。しかし、木、草、土壌などへ

の配分や、どの程度安定した形で貯蔵されているかについては未解明なことも多い。陸上生態系の吸

収がふえた理由の一部は、地域や生物種によって一様でないものの、1）特に北米やヨーロッパにおけ

る多くの農地が使われなくなって森林になる単なる土地利用が変化（Caspersen et al. 2000）、2 ）二酸

化炭素濃度の増加および気候変化が光合成による有機物生産に有利に作用、3）大気汚染や肥料に由来

する窒素による施肥効果、などで説明される。 

 

研究 3：海洋中炭素濃度の変化（6つの独立した手法） 

 大気と二酸化炭素をやり取りするのは海洋と陸域生物圏の 2 つだけである。したがって、大気中の

二酸化炭素の一部でもが海洋なり陸域から排出されたものなのであれば、これらの二つが貯蔵する炭

素量の減少が実際に計測されるはずである。これに関しては、すでに以下の 6 つの独立した手法を用

いた定量的な分析がなされており、大気と海とのやりとりに関して、すべてほぼ一致した結果（海洋

炭素量減少の否定）を明確に示している。 

1）海洋表面の二酸化炭素分圧の直接観測（Takahashi et al. 2002） 

2）異なる海域への炭素循環量を示す二酸化炭素の大気中の空間分布観測（Bousquet et al. 2000） 

3）生体プロセス影響を排除した CFCと炭素、酸素、養分の総合観測 （Sabine et al. 2004） 

4）CFCsによる水の年齢推定と組み合わせた炭素とアルカリ性の二回の観測（McNeil et al. 2003） 

5）大気中二酸化炭素増加と酸素減少の同時観測（Keeling et al. 1996） 

6）大気中二酸化炭素増加と 13C減少の同時観測（Ciais et al. 1995） 

 すなわち、現時点（2007年 2月）においては、海洋中炭素に関して減少を示す観測の報告数はゼロ

である。一方、上述のように、増加を示す観測の報告数は、6つの独立した手法を用いて 20以上の研

究文献がある。繰り返して言うが、もし、このような数字を否定するのであれば、一つ一つの研究結

果に対して具体的な反証を挙げるべきである。 

 

議論 17. 人為的に排出された二酸化炭素の大気中滞留時間は短い。 

証拠1. 人間活動によって放出されたCO2のうち、大気中に長期的に残存する量は等比数列の和として

計算され、3.33年分の放出量にあたる量しか残存しない（槌田 2007；槌田2008）。 

 

＜反論＞  
 「人間活動によって放出されたCO2のうち、約3割が海洋や森林に吸収される」（5割と言った方が実

態には近いが、槌田氏の議論に合わせて3割という値を使う）という表現がよくなされる。これは丁寧

に言い換えれば、「森林や海洋はCO2を放出したり吸収したりしているが、地球全体では現在正味で吸

収となっている。その1年間の吸収量は、同じ年に人間活動によって放出されるCO2量の約3割にあたる」
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という意味である（人間活動によって放出されたCO2分子が選択的に吸収されるという主張は含まれて

いないことに注意）。すなわち、槌田氏が主張しているような「ある年に人間活動によって放出され

たCO2は、その年のうちに3割が吸収され、次の年には残りの7割のうちの3割がさらに吸収されるとい

う過程が無限に繰り返される」という意味ではない。 

 したがって、人間活動によって放出されるCO2量をQ、森林や海洋による吸収量のQに対する割合をr

とし、Qと r は時間変化しないと仮定すれば、大気中に残存するCO2量の正しい計算法は、 

 Q*（1-r）+Q*（1-r）+Q*（1-r）+... 

ということになる。この数列の和は収束せず、人間活動によるCO2放出が続く限り大気中のCO2量は増

えていくことになる。 

 なお、ここで問題になっているのは大気中CO2の収支に関わる問題であるので、本質を損なわずに次

のような金銭の収支に置き換えてみる。例えば、 

ある家庭では年間の収入と支出が釣り合っており、貯金額の増減はなかった。ある年から50万円

の副収入が入ってくるようになった。その副収入のうち3割を消費に向け、残り7割を貯金に向け

ることにした。このとき、貯金額の年々の変化はどのように計算されるだろうか。 

という問題を考えてみよう。この問題と大気中CO2収支の問題との対応は、 

元の年間の収入・支出 → 人間活動によるCO2放出がない時の森林や海洋によるCO2の放出・吸収 

貯金額 → 大気中のCO2量 

副収入 → 人間活動によるCO2放出量 

消費に向けられる副収入 → 森林や海洋による吸収量 

貯金に向けられる副収入 → 大気中に残るCO2量 

となる。 

 貯金額の変化は当然、 

50万円*0.7 + 50万円*0.7 + 50万円*0.7 + ... 

と計算すべきであるが、これを、 

1年目は50万円のうちの7割、つまり35万円を貯金することになる。2年目は、その年の副収入50万

円の7割（=35万円）と、1年目に貯めた35万の7割（=24.5万円）との和、59.5万円が増加分になる。

3年目には、同じ要領で  50万円*0.7 + 35万円*0.7 + 24.5万円*0.7となり、増加分は76万6,500円にな

る。したがって、このようにして貯金を無限に続けていっても、 

50万円*（0.7 + 0.7^2 + 0.7^3 + ... ） = 50万*0.7/（1-0.7）= ~ 117万円 

と計算されるように、当該年の副収入50万円を足した約167万円しか貯金は増えない、 

 などと計算しているのが槌田氏の議論にあたる（図14）。 
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           図 14. 槌田氏の議論による計算と通常の計算との相違 

 

 

証拠 2. 大気中二酸化炭素と海洋中二酸化炭素は平均海面温度で準熱平衡状態にあり、人為的二酸化炭

素が長期間大気中に留まるとは考えられない（槌田 2005b）。 

 

＜反論＞  

 まず、二酸化炭素は水と反応して炭酸イオン等の形で海水に溶け、また、海洋プランクトンの活動

により、海洋表層の炭素は有機物に変換されて中層・深層へ沈降するため、二酸化炭素の海水への溶

解量はヘンリーの法則（溶解度の小さい気体では、温度が一定ならば、一定量の溶媒にとける気体の

質量は、その気体の分圧に比例）だけからは決まらない。また、表層水は 1000年のオーダーで循環し

て深層水と入れ替わるため、深層を含む海洋全体の炭素量が大気中の二酸化炭素濃度と平衡するには

1000年オーダーの時間がかかる。以上から、大気と海洋との短時間スケールの平衡状態を基点とした

議論は誤りである。すなわち、人為的二酸化炭素排出を主因として急速に増加した大気中二酸化炭素

濃度に対して、海洋全体としては全く平衡に達しておらず、大気中二酸化炭素をしばらくは吸収し続

ける過渡状態にあると考えるのが合理的である。なお、大気中二酸化炭素濃度の決定には、海洋のみ

でなく、陸域生態系と大気との炭素交換の役割も重要であるが、こちらも温度のみによる短時間スケ

ールの平衡状態では議論できない。 
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議論 18. 森林は CO2を吸収しない（武田 2007a；武田 2008,  p.182） 

証拠 . IPCCが第 2次報告（1995年）で示した世界全体の収支（炭素換算）は、南方の森林：17億トン

の放出、北方の森林：7億トンの吸収、差し引き：10億トンの放出となり放出が多い（武田 2008c, p.184） 

 

＜反論＞  

   武田氏の引用する、南方の森林による「17億トンの放出」の根拠となっている IPCC 第 2次報告書

（SAR）では、“IPCC (1994) indicates that the net emission from changes in tropical hand-use was 1.6±1.0 

GtC/yr for the period 1980 through 1989 (Schimel et al., 1995). Houghton (1995) estimated that in 1990 the net 

flux to the atmosphere, essentially all from the tropics, was 1.7 GtC/yr with an uncertainty of ±30%.” （IPCC 

SAR WG1, p.451）と記述されており、武田氏の言う 17億トンのうち、16億トンは人為的改変による放

出である。すなわち、大半が人為改変による排出量と、SARによると 0.7～0.8 GtC/yrとされる北半球

中緯度の吸収量の差し引きは、本来の意味での自然の森林の収支を表さない。なお、SAR 時点におい

て、武田の言う「南方の森林 17億トン」と対応する、全球での陸域への吸収量は-2.6 GtC/yrである（Ciais 

et al. 1995）。 

   ちなみに、IPCC の第 4 次報告書（AR4）で、火災や農地化など、土地利用の変化も含めた、陸域の

吸収量見積もりは、0.9±0.6 GtC/yr（2000-2005年）、熱帯林での人為改変による放出量は 1.6±0.6 GtC/yr

（1990年代）となっている。 

 

議論 19. 森林火災のため、地球全体では CO2は吸収しきれない  

証拠 1. 福田（2004；正しくは 2005 か）では、微生物の活動が不活発な北方の森林では、森林が育つ

ときの CO2の吸収が 259 g/m2、分解などで排出する CO2が 173 g/m2、差し引き 86 g/m2（の吸収）であ

り、約 3分の 1の CO2しか固定されない（武田 2008c, p.185）。 

証拠 2. シベリアで、火災で焼失する森林は 0.1億 ha/yearであり、それを補うために必要な森林 10億

haであるのに、現実のシベリアの森林は、2.5億 haであるから、「火災によって増える CO2を吸収する

ことはできない（武田 2008c, p.186）。 

 

＜反論＞  

 武田（2008c）で引用されている吸収・排出量の数値は、福田（2005）には掲載されていない。これ

らに近い値として、観測サイトの収支として、2000年の非伐採箇所で-184 gC/m2（吸収)、は 2001年の

伐採後に+184 gC/m2（排出）とあり、また、2001年のコントロールサイト（非伐採）では、非伐採箇

所で-263 gC/m2の吸収量であることがわかる。もしこれらの値であるなら、これは同じ単位面積あたり

の収支にすぎず、北方林全体の収支を代表するものではない。 

 ところで、武田（2008c）で挙げられている森林火災面積や森林面積をそのまま適用すると、25年で

森林が全て消失するペースになる。一方、福田（2005）の記載事実を見ると、シベリアタイガの総面

積は約 8.0億 haであり、異常火災のあった 2003年は 2000万 haの森林火災があったと記載されている。
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すなわち、武田（2008c）のあげる「1000 万 ha」の記述は見あたらない。ちなみに、早坂ら（2007）

によるサハ自治州の事例の場合、森林面積は 1430000km2であり、火災面積は、その約 0.13％にあたる

1797 km2（1955～2005年）である（注：統計が示す値より実際には焼失面積が多い旨は記されている）。

いずれにしろ、森林の収支を考える際、特異年の値のみでの議論は不適切である。 

 なお、森林火災が持つ気候への影響には、下記のような様々な側面がある。 

1）火災で炭素が放出される 

2）しかし、炭素の一部は炭になる（炭は極端に分解されにくく、炭素を貯留する効果がある） 

3）火災でブラックカーボンが出る（火災のあった年のアルベドが下がる） 

4）ところが、裸地のアルベドは低い（火災後 2年目からのアルベドは上がる） 

    すなわち森林火災の影響は、武田（2008c）の議論のような単純なものではない（これらについては、

最新の研究としては Randerson et al.（2006）が詳しい）。 

 

議論 20. 「CO2を吸収する」という発想は見当はずれ（武田 2008c, p.187） 

 

＜反論＞ 

 京都議定書の中での森林吸収のアカウンティングに関して疑問を呈しているようだが、京都議定書

での考え方は、ごく単純化して言えば、人為の努力によって従来よりも CO2をより多く吸収した場合

に、その分だけを吸収量としてカウントする、との考えである。武田氏は、上述（議論 18）の自然の

森林吸収と混同しているように思われる。 
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3.4.  温室効果強化に対する気候システムの応答に関する議論 
 
地球温暖化は、温室効果ガス濃度変化という強制作用への気候システムの応答と考えられる。

この応答の強さの指標として、二酸化炭素濃度が2倍の値と1倍の値でそれぞれ固定されて十分

に時間が経たときの長期平均気温の差をとった「二酸化炭素倍増に対する平衡応答」がある。

地球温暖化の文脈での慣例として、「気候感度」はこの平衡応答をさす。その大きさに関して

は、多くの研究を検討した結果、2ºC~5ºCの範囲におさまる可能性が高いと考えられている。  

 

 

議論 21.  観測から推定される気候感度は小さい（伊藤・渡辺 2008, p. 95-99；伊藤 2009） 

  

＜反論＞  

 一般に、IPCC に対する反論の中には、IPCC の結論に反する研究を一つ二つ例示して詳しく解説す

るという手法をとるものがある。しかし、例示された研究が、IPCCの結論を導いた多数の研究を凌駕

する説得力を持つかどうかを吟味しなければ科学的な議論とはいえない。なぜなら、IPCC の結論は、

相反するものも含めた多数の論文を総合的に評価することにより導かれているからである。 

  伊藤（2009）は、Illis （2008）を例示して「観測から推定される気候感度は小さい」と結論している。

しかし、IPCCが引用している 2ºC以上の気候感度を観測から推定した多数の論文（図 15）のどれより

も、この一つの研究が信頼できるということを示さないかぎり、そんなことはいえない。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 15. 観測データに基づいて推定された気候感度（二酸化炭素倍増平衡気候感度）の確率分布 

                              出所：IPCC WG1 AR4, Figure 9.20 
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注：この図は、種々の研究による、観測データに基づく気候感度の推定値の確率分布を示している。図の下側の

線は 5-95%信頼区間、ドットは中央値を表す。どの研究も簡単なモデルを用いているが、モデルのパラメータを

観測データにより制約するため、実質的に観測データに基づく推定といえる（ただし Annan LGM 05は GCMを用

いているのでモデル依存性が入っているだろう）。いずれにしろ、どの推定も高い気候感度の方向に長い尾を引く

ことが共通の特徴である。このため、たとえば伊藤（2009）で引用している Forster/Gregory 06（灰色線）では、

確かに最尤推定（分布のピーク）は 1.6ºCであるものの、中央値（図の下のドット）は 2.4ºCと高くなることに注

意してほしい。中央値を 3ºC前後とする研究がもっとも多く、最尤推定で見ても 2～3ºCを超える研究が少なくな

い（IPCC WG1 AR4, Figure 9.20）。 

 

 また、この Illisの研究は、以下のような問題が指摘できる。 

1） エーロゾルの冷却効果および海洋熱吸収を無視しているため、必然的に現実よりも低い気候感度

を導く。 

2） 気温データとして地上観測よりも衛星観測によるものを重視したことが低い気候感度という結

果をもたらしている。しかし、衛星データにも不確かさがある。とくに複数の衛星による観測を

つなぐ際の不確かさが含まれている。 

3） この研究はまだ査読を経た論文として出版されていない。 

 さらに、二酸化炭素濃度を倍増に固定して十分に時間が経ったときの気温上昇量である「平衡応答」

と、年１％複利で二酸化炭素濃度を増加させていって倍増した時点（70年後）での気温上昇量である

「過渡応答」の二つをよく区別して理解する必要もある。伊藤（2009）は、「実用上は後者が重要で、

その値は前者より小さいのに、それがよく知られていない」と主張している。しかし正しくは、どち

らも実用上重要である。なぜなら、長期的に気温上昇を止める目標（気候安定化目標）を議論するた

めには、過渡気候応答ではなく、平衡気候感度で議論する必要があるからである。 

 なお、伊藤（2008）および伊藤（2009）が引用している、気候感度を 1.1ºC前後と推定した Schwartz

（2007）については、手法の問題点などを指摘した Foster et al.（2008）、Knutti et al.（2008）、Scafetta

（2008）の 3編のコメント論文が出されている。これらに対して Schwartzは、コメントへの応答論文

の中で自らの推定値を 1.9ºC前後に修正した（Schwartz 2008）。（ただし、これは Schwartz（2007）で改

定された手法にコメント論文の著者たちが満足したことを必ずしも意味しない） 
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3.5.  地球大気の構造・光学特性に関する議論 
 

地球上の全球平均地上気温を理論的に説明するのに大気の温室効果は必須である。大気の温室

効果に最大の寄与をする物質は水蒸気だが、海のある地球上では大気中の水蒸気量は大局的に

は温度に伴って決まる。したがって水蒸気は温度変化に対して正のフィードバックの要因とし

て働き、外的強制作用としては重要でない。第2の寄与をするのが二酸化炭素であり、この濃

度が人間活動によって増加していることは気候に対する外的強制作用として重要である。懐疑

論者の間で典型的な議論として、「赤外線吸収の主役は水蒸気であり、二酸化炭素の増加など

とるに足らない」「二酸化炭素による赤外線吸収は飽和しており、濃度が増加しても昇温につ

ながらない」といったものがある。また槌田（2006）は独自の理論により「地球表面の気温が

二酸化炭素濃度によらない全く別の過程によって決まっている」と主張する。本節では、これ

らの主張の背後にある誤解について指摘を行っていく。  

 

 

議論 22. 対流圏上部の大気温度は、その大気中の水蒸気の分子振動による宇宙への放熱で決まる。こ

の温度はマイナス 18℃である。残りの対流圏大気の基準温度は気圧で決まる。高度の下降に伴い気圧

が上がると温度が上がる。地上の温度は（気温）は、1気圧での基準温度の付近にある。基準温度より

も対流圏大気の温度が高くなると不安定になり、対流とそれに伴う蒸気降雨が発生して冷却されるの

で、基準温度は維持される（槌田 2004）。 

 

＜反論＞  

 地球のエネルギー収支はつりあっていると近似できるので、地球が吸収する太陽エネルギー量が変

わらなければ、宇宙から見たときに地球が出す放射の代表温度（有効放射温度）は一定（マイナス 18℃）

とみなしてもよい。また、対流圏の鉛直温度勾配は近似的には一定とみなしてもよい。 

    しかし、槌田（2004）では、放射の代表温度をもつ高さが変化することが見落とされている。温室

効果物質が多いということは、赤外線に対して大気がより不透明だということだから、赤外線で宇宙

から見えるのはより外側、つまりより高いところになる。つまり、放射の代表温度をもつ高さは温室

効果物質が多いほど高くなる。したがって、温度勾配が一定ならば、地面付近の気温は、より高くな

る。 

 これは真鍋による次の有名な温室効果の説明に他ならない（例えば真鍋 1985）。図 16において、地

球の出す放射の代表温度が Teで、太陽から受け取る放射とつりあっているとする。実線の温度分布な

らば、図 16の Aが放射を出す代表位置である。ここで大気が赤外線に対してより不透明になったとす

ると、放射を出す代表位置が A'に変わる。ところがこれでは地球が出すエネルギーが受け取る太陽エ

ネルギーより少ないので、地球（大気・海洋）が暖まっていく。A'の高さの温度が Teとなる破線の温

度分布まで大気全体が暖まって、地球のエネルギー収支がつりあうことになる。 
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 なお、実際には地表付近気温はこれだけからは決まらず、地表面エネルギー収支の影響を受ける点

に注意が必要である。 

                                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                図 16.  気温と高度との関係を示す模式図 

                           出所：真鍋（1985） 

 

議論 23. 成層圏でも大気は循環しており、その結果秒速 60メートルもの風が吹いているので平衡状態

とはとても言えない。まして、対流圏では、積乱雲が見られるように地表から対流圏上部まで直結し

て激しい活動があり、これを平衡で近似することはそもそも無理である。そのような平衡モデルを出

発点とする地球温暖化論では正しい答えが得られるはずがない（槌田 2005b；槌田 2006）。 

 

＜反論＞  

 放射対流平衡モデルの「平衡」という概念に反応しているようであるが、ここではまず用語の意味

の食い違いに起因する誤解があることに注意したい。気候モデルの文脈で「平衡」という用語が意味

するのは、熱力学的な用語では「平衡状態」（エントロピー極大のいわゆる「熱的死」の状態）ではな

く、「非平衡定常状態」（エネルギーの出入りによりエントロピーを低く保ったまま時間的に定常な状

態）のことである。地球は熱力学的にはエネルギーについて開いた非平衡系であるため、地球物理学

では（少なくとも大循環のスケールでは）孤立系の熱力学的平衡状態を問題にする機会が無いことか

ら、「平衡」という用語が熱力学的平衡ではなく単に外部条件にバランスした時間的な定常状態を表す

意味で用いられることが慣例化しているものと思われる。これを熱力学的平衡と受け取られると、大

きな誤解を招く可能性がある。この点は地球物理学者（気象学者）の側からも注意すべき点と言える

かもしれない。 

さて、この点に注意すれば、槌田（2006）の誤解を指摘するのは容易である。鉛直 1 次元放射対流

平衡モデルでは、水平方向に平均化された鉛直温度構造を問題にしている。成層圏の循環は風速が大
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きくても水平平均した鉛直温度構造の変化に大きく寄与しないので、その効果は省略されているが、

これはモデルが「成層圏の大気が循環していない」と仮定していることを意味しない。積乱雲につい

てはその平均的な効果を対流調節と呼ばれる近似（パラメタリゼーション）により考慮しているので、

モデルは「対流圏の鉛直運動が存在しない」とも仮定していない。 

なお、近年温暖化の研究によく用いられる 3 次元の大気大循環モデルでは、成層圏の循環も対流圏

の鉛直運動も（積乱雲の効果はパラメタリゼーションであるものの）明示的に表現されており、時間

的な定常状態も仮定されていないので、槌田（2006）の批判はさらに当たらない。 

 

議論 24. 気温は、1）対流圏上空の温度、2）断熱圧縮、3）水蒸気を原因とする対流、で決まる。CO2

温暖化説は、これを十分に考慮していない（槌田 2005b）。 

 

＜反論＞  

 この 3 項目には放射過程が欠落している。対流圏の鉛直温度勾配が基本的に対流で決まっているこ

とは確かだが、温度そのものを決める上では放射過程は無視できない。 

 まず、仮に水蒸気の凝結・蒸発過程がない場合を考える。乾燥断熱勾配よりきつい勾配は、対流が

起こるので長続きしない。逆にゆるい場合（上下逆転した場合を含む）は対流が抑制されるので持続

可能である。したがって、時空間平均した鉛直温度勾配は、乾燥断熱勾配かそれよりゆるい。地球大

気の対流圏の状況では下端の地表面に太陽放射吸収による熱源があるので、必ず対流が起き、平均の

鉛直温度勾配は乾燥断熱勾配に近くなるはずである。 

 水蒸気の効果は、基本的に凝結によって水蒸気の持っていたエネルギーがまわりの空気に移りその

温度を上げることによってきく（水蒸気の凝結によって大気を加熱して軽くする）。凝結しながら上昇

する空気塊の温度変化は湿潤断熱勾配と呼ばれるものになる。しかし、水を降水として落としたあと

下降する空気塊の温度変化や、上昇中でも凝結が進行しない場合の温度変化は乾燥断熱勾配に近いも

のになる。したがって、現実の大気の鉛直温度勾配は、湿潤断熱と乾燥断熱の中間となる。 

 仮に放射にきく意味での水蒸気、他の気体成分、エーロゾルの量などが同じとすれば、地球が出す

放射の代表温度とその温度をもつ高さが固定されているとみてよい。その条件で乾燥対流の場合と湿

潤対流の場合を比較すれば、地上気温は湿潤対流の場合のほうが低くなる。しかし、放射にきく物質

の量が変化すれば、代表温度を持つ高さは変化しうる。温度勾配が固定されていても、地上気温が対

流だけで決まるわけではない。 
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議論 25. 水蒸気の濃度変動は大きい。30℃で飽和水蒸気は 42000 ppm、10℃では、12000 ppm、0℃では、

6000 ppmである。したがって、気温が下がると地表から放射される遠赤外線は大気を通過して宇宙に

放出され易くなる（放射冷却）。寒冷化するとますます寒くなる（逆も正しい）。このように温室効果

ガスの主役は水蒸気である。CO2が 100 ppm 増えたところで、この水蒸気温度の変動幅の範囲内であ

って、温暖化ガスとしての水蒸気による保温効果を大きく修正することにはならない（槌田 2005b）。 

 

＜反論＞  

 この章の冒頭でも述べたように、地球大気の温室効果をもたらす最大の要因が水蒸気であることは

正しい。また、海のあるもとでは、大気中の水蒸気量はほぼ飽和水蒸気量に比例して増加すると思わ

れるので、温度に対して水蒸気の温室効果が正のフィードバックになることも恐らく正しい。実際に、

温暖化予測に用いられる 3 次元気候モデルにおいては、水蒸気による赤外線の吸収・射出は二酸化炭

素等と同様に当然考慮されている。 

しかし、水蒸気はすべての波長の赤外線を強く吸収・射出するわけではない。二酸化炭素、メタン、

N2O、フロンなどは、水蒸気の吸収の弱い波長帯の一部を強く吸収・射出する。その吸収波長帯の赤外

線によるエネルギーのやりとりに関する限りは、水蒸気よりも重要である。さらに、成層圏において

は、水蒸気量が非常に小さいため、赤外線の放射において、水蒸気よりも二酸化炭素の方が重要な役

割を果たしている。本稿の「はじめに」で紹介したブログ “Real Climate” での議論 （Schmidt 2005） に

よれば、大気の温室効果全体に占める水蒸気の寄与は、雲による吸収の効果も含め 80~90％程度で、

二酸化炭素の寄与は 20~30％である（吸収帯の重なりの問題があるので各種温室効果気体の寄与度の

和は 100％にならない）。これは、GISS GCM の中の放射プログラムによって得られた数値である。

Schmidt（2005）はこの数値は Ramanathan and Coakley（1978）の鉛直 1次元モデルの計算結果ともよ

く対応すると述べている。ここで、地球大気全体の温室効果が地表気温で 33℃の上昇に相当すること

から、比例計算すれば二酸化炭素の寄与は温度に直して 7~10℃と評価できる。こうした見積りから、

たとえ水蒸気が最も重要な温室効果ガスであっても、二酸化炭素濃度が産業革命以前と比べ 2 倍、3

倍となれば気候に影響を与えうることは十分に納得できるであろう。 

 なお、水蒸気は通常、放射強制力をもたらす「人為起源」温室効果ガスに含められないが、これは、

大気中の水蒸気量を決める要因がおもに大気と海洋および陸面との間の交換（蒸発・降水）であり、

また、大気中の水蒸気の平均滞在時間（大気中の存在量を交換速度で割ったもの）が約 10日と短いか

らであり、決して水蒸気の重要性が見落とされているためではない。 
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議論 26. 二酸化炭素は地球放射の赤外線をこれ以上吸収しない。したがってさらなる温室効果を持た

ない（池田 2006, p.28-29）。 

 

＜反論＞  

 図 17は、鉛直方向の大気全層に相当する二酸化炭素による 1回の吸収による放射透過率を波長別に

計算したもので、横軸は波数（下；波長の逆数）または波長（上）、縦軸は透過率である。これを見

ると、確かに波数 630から 700/cm付近では吸収が飽和している。 

 しかし、この図 17は二酸化炭素による赤外線の射出をゼロとして、吸収の効果のみを表したもので

ある。実際の大気では、地表面から射出された赤外線は大気中の温室効果ガスによる吸収・射出を繰

り返して大気上端に到達する。大気中の二酸化炭素濃度が増加すると、この吸収・射出の平均回数が

増加することにより、温室効果は増加する。したがって、大気全層による一回の吸収が飽和している

からといって、二酸化炭素がこれ以上増加しても温室効果は増加しないと考えるのは誤りである。 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

 

 

               図 17.  二酸化炭素による放射透過率 

                                出所：Petty（2004） 

 

 また、図 17で波数 570から 620/cm付近と 710から 760/cm付近の黒く見えるところは、透過率が大

きい値と小さい値の間を行ったり来たりしており、吸収線の存在を示している。気体分子の吸収線は、

圧力効果とドップラー効果と呼ばれる 2つの効果によって波数方向に幅を持っており、特に、吸収線

の中心で吸収が飽和しても、さらに気体濃度が増えると、吸収線の幅が広がることにより吸収量が増

加することが分かっている（柴田 1999；会田 1982；Petty 2004）。従って、これらの波長帯では大気全

層の１回の吸収さえも未飽和であり、二酸化炭素の増加によって吸収量が増加することはさらに自明

である。
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3.6. 海水準変化に関する議論 
 
各地の陸と海の関係は、ローカルな地殻変動や地盤沈下の影響も受けるため複雑である。しか

し、多様なデータを総合すると、全球平均での海水準は20世紀の間に上昇したことは明らかで

ある。たとえ、地域ごとのふるまいがそれと違っていても、それだけで全球平均の変動が否定

されることはない。これまでの海面上昇は、温暖化に伴う海水の膨張と山岳氷河の融解を主要

因として説明できる。21世紀には、温暖化が進めば大陸氷床の融解が進み、海水準上昇はさら

に強まる可能性が高い。北極圏には、海水が凍った海氷のほかに巨大な氷河であるグリーンラ

ンド氷床があり、それが融解すれば、さらなる海水準上昇をもたらす。ただし、「氷床の流動

がどのくらい加速するか」に関しては、現在、研究が継続中であり、まだ結論がまとまってい

ない。したがって、21世紀の海水準上昇が起こることは間違いないものの、その大きさの定量

的な見通しには不確かさが大きい。  

 

 

議論 27. ツバルの海面上昇は、ここ 25年の変化はゼロである（渡辺 2005, p.96）。 

 

＜反論＞  

    まず一般論として、海面水位は付近の海流の自然変動や地盤の変動によっても影響を受ける。した

がって、一部の地域で海面上昇が見られないことは特別におかしいことではなく、それが直ちに、実

際に起きていることが明らかな全球的な海面上昇トレンドを否定する証拠にはならない。また、一部

の地域の現象をとりあげて全体の傾向を否定する論法は、非常にミスリーディングなものである。そ

の点を指摘したうえで、ツバルの海面上昇データについて反論する。 

    渡辺（2005）が主張の根拠として引用するウェブサイト（http://john-daly.com/）では、ツバルの首都

フナフチに設置されたハワイ大学の潮位計による 1977年~1999年末までの約 22年間の月別潮位計測

データをグラフとして示している。渡辺（2005）はそのグラフを見て、独自の判断で「ここ 25年の変

化はゼロ」と述べているが、実際には、NTC（National Tidal Centre in Australian Bureau of Meteorology）

が 2005 年 6 月に公表した国別レポート（NTC 2005）によると、同ハワイ大学の潮位計データによる

22年間の海面変化トレンドは+0.9 mm/年である。これは最新の IPCC報告書（IPCC 2007）による 1961

年~2003年の全球平均の海面変化トレンド（1.8mm/年）と同オーダーの数値であり、無視できるほど

小さいものではない。 

 そのグラフの縦軸（潮位計の計測値）のレンジが-0.5m~2.75mと広いため、その図を見ただけで 0.9 

mm/年の上昇トレンド（22年間で約 2cmの海面上昇）を見出すことは渡辺（2005）にとって困難であ

ったかもしれない。しかし、同グラフを引いてきて「ここ 25年の変化はゼロ」と判断するのは不適切

である。ただし、このハワイ大学潮位計データには別の問題があることを NTCの国別レポートは指摘

していることには注意が必要である。長期の海面上昇傾向を観測するためには、地盤沈下等によって



第 3章 温暖化問題の科学的基礎 

69 

潮位計そのものの設置高さが変わる影響を補正（基準面補正）する必要がある。しかし、エルニーニ

ョや短期的な海洋振動を観測するために設計されたこの潮位計では補正が不可能である。したがって、

+0.9 mm/年という数値の不確実性は非常に大きく、その数値のみをもってフナフチにおける海面上昇

の長期トレンドを断定出来ないことが指摘されている。 

 フナフチに関していえば、豪州国際開発局の資金援助により設置された（基準面補正された）精度

良い潮位計による別の観測データも存在している。この観測データに基づき、観測開始（1993 年）か

ら最近（2005年）までの海面変化トレンドを見ると、1997年~1998年のエルニーニョに関連した一時

的な海面下降があったにも関わらず、+4.3mm/年の海面変化トレンドがあったことが分かっている。依

然観測期間が短いことから、長期的なトレンドを断定することは出来ないものの、1993年~2005年の

期間については、ツバルでは海面上昇があったといえる。 

 なお、最近ツバルでは洪水の被害が甚大になりつつある（たとえば、Patal 2006）。その要因としては、

ローカルな人間活動でサンゴの健康がそこなわれたことや、人口増加に伴って土地利用が浸水常襲地

帯まで広がったこともある。しかし、グローバルな海水準上昇も上に述べた程度には寄与しており、

温暖化が進めば、それはますます重大になると思われる。 

 

<追記：2009年 4月 23日> 

 2009年になって豪州国際開発局の出資による精度の良い潮位測定に関して、2005 年 6 月以降のデー

タも用いた新たな研究論文の公表があった（Aung et al. 2009）。これによると、観測開始（1993 年）か

ら 2008 年 9 月までの平均潮位上昇傾向は 5.9mm/年である。 

 

議論 28. 現代の科学で判ることは、地球が温暖化すると海面が上昇する可能性が高い。ただし、その

理由は、北極や南極の氷が溶けるからではなく、海の水が膨張するからである（武田 2007a, p.125；武

田 2007b） 

 

＜反論＞  

海水面の変化などに関して、遠藤ら（2006）、武田（2007a、2007b、2008a、2008b）において、さま

ざまな事実誤認にもとづく誤った主張が行われている。ここでは、それらに関して以下のように順に

詳しい検証を行っていく。 

 

議論 28-1. 氷の融解によって海面上昇はおこらない 

議論 28-2. 極地は、北極海と南極大陸のみ 

議論 28-3. 極地の氷によって海面水位は下降すると IPCCは主張している 

議論 28-4. 環境白書は間違っている 

議論 28-5. 新聞の報道は間違っている 

議論 28-6. 南極の氷床収支は、よほど特殊な事態がないかぎりマイナスである 
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    なお、遠藤ら（2006）とは、遠藤小太郎、吉田真吾、中島貴裕、行本正雄、武田邦彦（2006）「極地

の氷の融解と海面水位変動に見る環境情報の伝達問題」日本金属学会誌第 70 巻第 5 号、420頁-426頁、

の論文を示し、この論文に基づいて武田氏は一連の海水準に関する議論を展開している。 

 

議論 28-1. 氷の融解によって海面上昇はおこらない 

証拠 1. 現代の科学で判ることは、地球が温暖化すると海面が上昇する可能性が高い。ただし、その理

由は、北極や南極の氷が溶けるからではなく、海の水が膨張するからである（武田 2007a, p.125；武田

2007b） 

証拠 2. 「北極と南極の氷が解けて海水面が上がる」は間違い（武田 2008a, p.75） 

証拠 3.  温暖化で海水面は膨張するので 10センチは上がる（武田 2008a, p.75） 

証拠 4. 「極地の氷が融けて海水面が上がる」がウソ（武田 2007c, p.105） 

 

＜反論＞  

 確かに、遠藤ら（2006）や武田氏の一連の書籍が指摘するように、氷山（氷河などから氷が崩れ落

ちて海に浮かんでいるもの）や海氷（海水が凍ったもの）の溶解による海水面上昇に対する影響は「ア

ルキメデスの原理」が適用され、非常に小さい。 

 しかし、陸上に存在する氷床や山岳氷河、氷帽にある氷が新たに融けて海に流れ込んだ場合や、陸

上から海に氷山が入る時点では海面上昇が生じ、それらは無視できない大きさである。すなわち、海

面上昇に関しては、「アルキメデスの原理が適用される氷」だけではなく、すべての「氷」が議論の対

象となるべきであり、実際になっている。 

 なお、IPCC報告書、たとえば最新の第 4次評価報告書では、様々な要因の海面上昇への寄与度を明

らかにしており、それによると、1993 年~2003 年に起きた海面上昇（3.1 ± 0.7 mm/year）への寄与度は、

熱膨張が 1.6 ± 0.5mm/year 、氷河と氷帽の融解が 0.77 ± 0.22mm/year 、グリーンランドの氷床融解が 0.21 

± 0.07mm/year 、南極の氷床融解が 0.21 ± 0.35mm/year となっている（第 3次報告書でも、氷全体の融

解の寄与度はプラスになっている）。 

 

議論 28-2. 極地は、北極海と南極大陸のみ 

証拠 . IPCC は「北極の氷」にグリーンランドを含めていない、ということだ。つまり IPCC が言う北

極の氷は原則、海氷の事になる（武田 2008b, p.18）。 

 

＜反論＞  

 遠藤ら（2006）、武田（2007a、2007b、2008a）には、「極地」の定義を「極地＝北極海と南極大陸の

み」とする根本的な誤認識がみられ、さまざまな誤解が生じている。 

  IPCCでは、「極地」の定義を、北極は “the Arctic is defined as the area within the Arctic Circle. It covers the 

Arctic Ocean and the islands and northern continental land areas. Thus, it extends far enough south to include 
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parts of the boreal forest and discontinuous permafrost zone.”、同じく南極は、「ほぼ 58°S以南」としている

（IPCC第 3次評価報告書第 2作業部会報告第 16章 807ページ）。また、IPCC第 3次評価報告書以外

においても、学術上では一般的に、北極は、北極圏（Arctic Circle）、もしくは 60°N以北などと定義さ

れている一方で、北極海のみを指す場合は北極海（Arctic Ocean）として表されている。すなわち、IPCC

や気象・気候学などの分野で用いられている定義では、極地は、北極海だけではなく、グリーンラン

ド、北米大陸の一部（アラスカなど）、ユーラシア大陸の一部（シベリアなど）を含む。つまり、北極

には、グリーンランドや永久凍土地域だけでなく、極地と定義される地域に包含される氷河も含まれ

る。また、IPCCにおいて「北極の海氷」と「グリーンランド」の寄与は別項目として扱われているも

のの、両者とも「北極」に存在する「北極の氷」に相違ない。すなわち、武田（2008b, p.18）の「IPCC

が言う北極の氷は原則、海氷の事」という理解は根本的に間違っている。 

 

議論 28-3.  極地の氷によって海面水位は下降すると IPCCは主張している。 

証拠 1. IPCC は地球温暖化で気温が上昇すると極地の氷によって平均的には海面水位は下降すると報

告している（遠藤ら 2006）。 

証拠 2. 最新の IPCC 第 4 次報告書では、1961 年から 2003 年までのグリーンランドと南極の氷床の融

解による海面上昇は合計して 0.19 mm/ 年で、海面水位を上昇させるという点では、影響は小さかった

ことが報告されている（武田 2007b, p.44）。 

 

＜反論＞  

   遠藤ら（2006）では、地球温暖化の影響に関して、まず Abstractにおいて “the IPCC concluded in their 

past three reports that the sea level was estimated to be lower because of ice in the polar regions”（原文ママ）、

またその 3.2において「IPCC 報告書で海面水位が低下する記述されていた極地の氷」（原文ママ）と、

それぞれ記述している。一方、実際の IPCC 報告書では、例えば第三次報告書では、2100 年までの海

面上昇量に対する極地の氷の融解による寄与度として、氷河：0.01～0.23 m（中央値 0.12 m）、グリー

ンランド：-0.02～0.09 m（中央値 0.04 m）、南極大陸：-0.17～0.02 m（中央値-0.08 m）としている（IPCC

第三次報告書第一作業部会報告第 11章 606ページ）。すなわち、遠藤ら（2006）による IPCC報告書記

述と、実際の IPCC報告書記述には相違がある。おそらく遠藤ら（2006）では、前述のように「極地＝

北極海と南極大陸のみ」と誤認識したため、実際には IPCC報告書にない記述が IPCC報告書には書か

れていると断定したと思われる。 

   また、武田（2007b）の文章には、以下のような問題もある。 

 第一に、「グリーンランドと南極の氷床による影響は、海面水位を上昇させるという点では小さかっ

た」との記述（p.44）は、IPCC 第 4 次報告書のどこにもない。武田の主観的な考えに基づいた文章だ

と思われるが、多くの読者は、「IPCC 報告書にそのような表現の文章が実際にあるのだろう」と誤解

したと思われる。 

 第二に、武田は恐らく意図的に無視しているが、IPCC 第 4 次報告書の同じ箇所のすぐ横には「1993 
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年から 2003 年の 10 年間でグリーンランドと南極の氷床の融解による海面上昇はそれぞれ 0.21 mm/ 年

であり、合計すると 0.42 mm/ 年」という数字が記述されている（IPCC 第四次報告書第 1 作業部会/SPM, 

表 SPM-1）。そして、下記に抜粋したように、IPCC 第 4 次報告書の結論は武田（2007a、2007b）の主

張とは全く逆で、この 10 年間でグリーンランドと南極の氷床の加速度的な融解による海面上昇への影

響が具体的に書かれている。 

 

New data since the TAR now show that losses from the ice sheets of Greenland and Antarctica have very 

likely contributed to sea level rise over 1993 to 2003 (see Table SPM.1). Flow speed has increased for some 

Greenland and Antarctic outlet glaciers, which drain ice from the interior of the ice sheets. The corresponding 

increased ice sheet mass loss has often followed thinning, reduction or loss of ice shelves or loss of floating 

glacier tongues. Such dynamical ice loss is sufficient to explain most of the Antarctic net mass loss and 

approximately half of the Greenland net mass loss. The remainder of the ice loss from Greenland has occurred 

because losses due to melting have exceeded accumulation due to snowfall. 

 

注：出所は IPCC 第 4 次報告書第一作業部会 SPM 5 頁右段。ちなみに、1993 年から 2003 年の数字（0.42mm/ 年）

は、武田が引用しているデータ（1961 年~2003 年で 0.19 mm/ 年）と違って、現在利用可能となった、改良され

た衛星観測や現場観測のデータ（共に 1993 年以前はなし。1993 年以前は潮位計による計測）によるとも書いて

ある。（These estimates are based on improved satellite and in situ data now available. SPM 7 頁左段） 

 

 海面上昇全体のなかで「極地の氷」の影響を考えるなら、IPCC 第四次報告書によれば両極氷床の寄

与は 1.19 mm/ 年であり、熱膨張による影響の 1.6 mm/ 年と比較して、決して小さいとは言えない数字

である。すなわち、最新のより精度の高い衛星観測データを無視し、現時点においても熱膨張の影響

のみを強調する武田の主張はミスリーディングである。 

 

議論 28-4. 環境白書は間違っている 

証拠 1. 日本政府は環境白書で、IPCC報告書と異なる表現を使っている（遠藤ら 2006；武田 2007a） 

証拠 2. 日本の環境省の「環境白書」は、20年にわたって IPCCの発表データを反対の方向に「誤訳」

し、日本国民をミスリードしてきたのである（武田 2007c, p.105） 

 

＜反論＞  

 「極地の氷と海面水位の関係について IPCC と反対の記述になっている」（原文ママ）という遠藤ら

（2006）の 3.2．にある日本の環境白書批判も、極地の定義に対する誤った解釈に基づいていると思わ

れる。実際に、IPCC 報告書以降に発行された環境白書は、例えば 1998～2003 年のそれにおいて「海

水の膨張や、極地や高山地の氷の融解」とあるように、すべての年度において正確な「極地」という

言葉の定義に従って記述されている。したがって、極地の氷が海面上昇にプラスの影響を与えるとす

る IPCC報告書と、環境白書の記述あるいは環境省の見解には齟齬はなく、決して反対の記述にはなっ
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ていない。 

 すなわち、遠藤ら（2006）の批判は、環境白書においては、陸域の氷の総称として「極地や高山地」

となっている表現を、遠藤ら（2006）は、「極地」の表現のみを取り上げ、さらに、それを前述の「極

地＝北極海と南極大陸のみ」との誤解釈により「環境白書が、極地の氷と海面水位の関係については

IPCCと反対の認識になっている」と誤解して、環境白書が間違っていると勝手に決め付けているに過

ぎない。 

 

議論 28-5. 新聞の報道は間違っている 

証拠 1. 新聞は極地の氷が融解して海面水位が上昇するという記事を出しているが、その根拠は明らか

ではない（遠藤ら 2006） 

証拠 2. 一般市民は地球温暖化によって極地の氷が融解し、海面水位が上昇すると認識している（遠藤

ら 2006） 

 

＜反論＞  

    遠藤ら（2006）では、一定期間の朝日新聞の記事を集計し、海面上昇の原因記述があった 96件のう

ち、主要なもので、北極の海氷 34件、南極 55件、グリーンランド 34件、氷河 31件、熱膨張 34件で

あったとしている。つまり、集計結果は、原因記述は重複しながらも、むしろ海面上昇の原因に関す

る報道において、新聞は非常にバランスがとれていることを示している。ところが遠藤ら（2006）の

考察では、「新聞記事は一貫して海面水位は極地の氷によって上昇すると記載しており、市民は気温が

上昇すると氷が融解し、海面水位は上昇すると認識していると結論できる」としているが、そもそも、

この結論は自らの集計結果と矛盾している。 

 また、明日香ら（2009）も、遠藤ら（2006）の手法に従い、集計の再現を試みた。遠藤ら（2006）

の「地球温暖化による海面水位の変化に関する記述のあるものを該当記事とした」手法は、集計に恣

意を挟む余地があり、遠藤ら（2006）の集計と、著者らの集計では若干の差が生じる事が確認され、

以下のように遠藤らの手法の再現性に疑問が持たれる。 

 たとえば、筆者らの集計では、Arctic Sea Iceと分類される記事は、実際には 3件前後（文意解釈の

幅により異なる点も注意を要する）に過ぎなかった。しかし、ここで、すでに述べた遠藤ら（2006）

の誤った極地の定義を仮に適用した場合、少なくとも 19件ある「極地」との記載、さらに、少なくと

も 10件ある「北極」との記載を含み、計 32件となり、遠藤ら（2006）の 34件とほぼ合致した。この

ことからも、遠藤ら（2006）が「極地」の定義を誤って解釈していると言える。また、例えば、ラル

セン棚氷の崩壊による海面上昇の加速を報じている科学記事なども「南極の海面上昇という誤った報

道の一つ」としてカウントしていると考えられ、遠藤ら（2006）の手法は、文脈を無視して集計して

いる点でも不適切と言える6。 

                                                   
6 ただし、1）遠藤ら（2006）が用いたデータベースや検索方法が筆者らのものとは完全には一致していない、2）
文意解釈の幅によっても件数が異なる、などの可能性がある点は注意を要する。 
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 ところで、この再検証によって、北極海の海氷の融解により海面水位の上昇が生じるとする 3 件前

後の記事が実際に見られたことは確かである。その 3 件程度の記事が、どの程度の影響を与えたのか

の評価は難しい。しかし、それと同時に、武田（2007a、2007b、2008a、2008b）において「極地＝北

極海と南極のみ」と誤った認識で、おそらく多大な誤解を一般市民に与え続けてきたことも大きな問

題だといえる。 

 

議論 28-6. 南極の氷床収支は、よほど特殊な事態がないかぎりマイナスである。 

証拠 . （IPCC報告書の記述として）よほど特殊な事態がない限り、南極の氷は増える（武田 2008b, p.18）。 

 

＜反論＞  

 確かに、南極の氷床の収支に関しては、いまだ不確実性が高く、IPCC AR4 政策決定者用要約（SPM）

12ページにおいては以下のような記述となっている。 

Current global model studies project that the Antarctic Ice Sheet will remain too cold for widespread surface 

melting and is expected to gain in mass due to increased snowfall. However, net loss of ice mass could occur 

if dynamical ice discharge dominates the ice sheet mass balance. 

 この文章では、降雪量の増加は見込まれているものの、現在のモデル計算では、現実に観測されて

いる氷床の流出速度の増加が加味されていないこともはっきりと記されている。すなわち、少なくと

も、武田（2008b, p.18）の「よほど特殊な事態」と、非常に生じる確率が低いと思わせるような表現を

IPCCは使っていない。 

 

    以上、海面上昇に関して、武田（2007a、2007b、2008a、2008b、2008c）では、最新の研究成果や IPCC

の報告書の内容について正確に触れずに、過去の研究成果および一部の都合の良い数字のみを、一見

客観的に見えるものの、実は主観的な表現を交えて社会に紹介しているように思
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第 4章 温暖化対策の優先順位  
 

「貧困問題のように、温暖化問題よりも重要な問題がある」というのは、懐疑論者や温暖化対

策に消極的な人々が用いる常套句である。確かに、世の中には様々な問題群があり、それらの

間での優先順位付けは容易ではない。実際に順位付けを行う場合も、個人的な価値判断が入る

ことは否めない。しかし、温暖化問題に関する基本的な事実や他の問題群との相関関係に関す

る無理解、あるいは意図的に無視したような議論が少なくない。そして、このような議論は、

結局、責任逃れの口実となって温暖化対策の先延ばしをもたらすことになり、温暖化による被

害をより直接的に被る貧しい人々の状況をより深刻化する。本章では、これらの「温暖化対策

の優先順位は高くない」という主張について具体的な反論を行っていく。  
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議論 29. 様々な世界的な問題の中で、気候変動の優先順位は必ずしも高くはない。コペンハーゲン・

コンセンサスでは、気候変動が最低の優先順位であった（Lomborg 2005；山口 2006；Crichton 2007；

Lomborg 2007）。 

 

＜反論＞  

2004年 5月にコペンハーゲンにてデンマークの統計学者であるビヨルン・ロンボルグが主宰した会

議でのコンセンサスが、いわゆるコペンハーゲン・コンセンサスである。この会議では、人類が直面

している「10の問題」を抽出し、ノーベル経済学賞受賞者 4名を含む経済学者 8人が、総額 500億ド

ルをこの 10件の問題に配分するための優先順位と金額を決めた。優先順位の高かったのは、AIDS（後

天性免疫不全症候群）問題、飢餓問題、貿易自由化、マラリア対策の順であり、温暖化問題は最下位

で配分額はゼロであった。この結果は温暖化に関する懐疑論者を大いに元気づけ、コペンハーゲン・

コンセンサスは彼らによってしばしば引用されている。 

このコペンハーゲン・コンセンサスには、主に「費用便益分析の問題」と「問題設定方法の問題」

の 2 つの問題がある（人選の問題や軍事費などと比較して金額が小さいという問題もあるがここでは

省略する）。第 1の費用便益分析に関する問題は、割引率や貨幣価値化の問題であると同時に、原因も

影響も相関関係も複雑な問題群に対して費用便益分析を行うことに果たして意味があるのだろうかと

いう根本的な問題でもある（環境問題などに対して費用便益分析を行うことの問題点に関しては、例

えば Ackerman and Heinzerling 2005を参照せよ）。第 2の問題設定方法に関する問題だが、貧困問題や

AIDSと気候変動問題を並べて、実質的にどちらか一つだけを選べと問われれば、（3秒間に 1人が栄養

不足で死んでいるという現状を多少なりとも知っていれば）貧困問題を選ぶ人の方が多くなるのは理

解できる。 

しかし、例えば、貧困と気候変動は、時間的スケールや不可逆性が全く異なる問題であり、かつお

互いに排除する（重なりがない）問題でもない。すなわち、この 2 つはトレード・オフの関係にはな

い。なぜなら、多くの場合、気候変動対策あるいは地球温暖化対策を実施することは、大気汚染対策

や貧困解消に大きく貢献するからである。例えば、現在、世界全体で 10数億人の人々が無電化地域に

住み、薪、動物の排泄物、石炭などを燃料として調理などを行っている。しかし、薪などの収集は多

くの時間を要するため雇用機会を奪っている。また、これらの燃料の室内での燃焼による大気汚染は、

特に調理に関わる時間が長い女性と子供の健康を大きく損なっている（世界保健機関によると、途上

国では年間約 300万人が室内大気汚染によって死亡している）。このような地域を、風力、水力、太陽

光、バイオマスなどの再生可能エネルギーによって電化するプロジェクトは、貧困問題、雇用問題、

大気汚染問題、そしてエネルギー安全保障問題など多くの問題を同時に解決する（温暖化対策批判者

は、このような副次的ベネフィットを生み出す相関関係に関する知識が乏しい、あるいは意識的に無

視しているように思われる）。 

このような意味で、「貧困問題か気候変動か」というような問題設定は、言い換えれば「人間にとっ

て水と食べ物はどちらが大事か」という無意味な問いに似ているように思われる。言うまでもなく、
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多くの食べ物は水分を含んでおり、答えは「両方とも非常に大事」でしかありえない。そして、実際

に私たちがとる行動は、やはり（自分たちの遊興費などを切りつめるなどして）なんとか両方のため

にお金を用意するというものだと思う。 

なお、日本政府の予算の中で「地球温暖化対策」という特別な予算枠があるように誤解して考えて

いる人が少なくないように思われる。しかし実際は、各省庁の予算の中で、温暖化にも役立ちそうな

ものをかき集めて、とりあえず名前をつけたのが「地球温暖化対策予算」の実情である。したがって、

毎年、ほぼ１兆円程度の「予算」の中身は、1）経済産業省・文部科学省管轄の省エネ・新エネ導入（原

子力開発利用の推進、電源立地対策、放射性廃棄物基準調査などの原子力エネルギー関連予算を含む）

などのエネルギー関係が全体の約 4 割（原子力関係は全体の約 2 割）、2）農水省管轄の森林整備が全

体の約 4 割、3）国土交通省管轄の交通インフラ整備が全体の約 1 割、の 3 つで約 9 割を占めており、

本当に温暖化対策なのか？と疑問に思われるものも含まれている。 

重要なのは、これらの予算あるいは施策の大部分は、たとえ温暖化という問題が世の中に存在して

いなくても、計上あるいは実施されていたものだということである。すなわち、地球温暖化対策だけ

のための施策というのは、現時点では、先進国でも途上国においてもほとんど実施されていない（将

来的に、温暖化対策を主とした施策として CO2地中貯留が実施される可能性はある。しかし、そのよ

うな状況が起こるのは早くても 10数年先だと予想される）。 

対途上国援助の場合も、温暖化対策に資する援助が他の種類の援助を駆逐しているケースは少ない。

そもそも、現時点での途上国援助全体に占める温暖化対策関連援助プロジェクトの割合は数％であり

（Roberts 2008）、それらもエネルギー関係が大部分であって温暖化対策を主目的とするものではない

（Michaelowa and Michaelowa 2009）。 

また、この「温暖化対策関連の援助が他の種類の援助を駆逐する」という問題に関しては、少なく

ともすべての途上国と、（日本と数カ国の先進国を除く）ほとんどの先進国は「温暖化対策に資する援

助は、既存の援助に対して追加的であるべき」と国際社会に対して明確な意思表明を行っている。す

なわち、多くの国が、既存の海外開発援助（ODA）の温暖化対策分野の援助への流用を禁止しており、

温暖化対策分野の援助と、他の分野の援助がトレード・オフとならないように配慮する方針を明らか

にしている。 

そのような方針を明確にしていないという意味で例外的とも言える日本の ODAだが、地球温暖化対

策に資する援助の相対的な割合も絶対額も他の先進国に比較して大きい（Roberts 2008）。また近年で

は、堤防建設などの温暖化被害に対する「適応」関連の援助も増加傾向にある。しかし、これは、1）

もともとインフラ重視かつ借款中心の日本の ODAでは、エネルギー関係案件や災害対策案件の割合が

他の先進国に比べて高い、2）ODA は減額すべきという国民世論や財務省方針のもと、温暖化対策と

いう名目があれば ODAの減額を防ぐことができる、という ODA予算を巡る日本特有の状況が大きな

理由になっていると思われる（もし温暖化問題が存在しなかったら、今の日本の ODAの減額ペースは

より速まったと推察される）。 

したがって、前述の「既存援助予算の温暖化対策への流用」に対する日本独自の（甘い）方針も、
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これ以上 ODA 予算を減らさないための現実的な「苦肉の策」とも考えられる（ODA 流用問題に関し

ては、杉山大志・石井敦・明日香 2001、Asuka 2000、明日香 2001、温暖化対策分野援助と ODA全体

を巡る最近の状況に関しては Michaelowa and Michaelowa 2009などをそれぞれ参照せよ）。 

いずれにしろ、地球温暖化対策と援助を巡る実際の状況は、経済学的なトレード・オフ論で片付け

られるような単純なものではない。 

論法の威力を考えると、「貧困問題の方が大事」という論法は、途上国の貧困問題や災害救助活動な

どの喫緊の問題を持ち出すことによって、あらゆるものの重要性を貶めることができるかなり強力な

論法である。しかし、たとえば、ロンボルグの主張を支持するような先進国の保守的シンクタンクの

多くは、途上国に対する海外援助の必要性を積極的には支持していない。すなわち、建設的な議論と

いうよりも、気候変動問題の重要性を否定するための「方便」として、途上国の貧困問題が一時的に

利用されているように思われる。 

8 人の「賢者」は全て経済学者であり、会議の全体像をまとめた本“Global Crises, Global Solutions

（Lomborg 2005）” の最後にある 8人の気候変動に関するコメントなどを見ると、費用便益分析云々以

前に、温暖化問題に対する知見を持っているかどうか疑問である。例えば、「（冷却効果を持つ）エー

ロゾルを空中に散布することを検討すべき。そもそも我々よりもリッチである将来世代のために私た

ちが費用を払うのはナンセンスだ」（参加者の一人である Thomas Schelling によるコメント：Lomborg 

2005, p.627）や「100 年後の人間は、現在の人間よりも賢いから対策を遅らせても問題ない」（同じく

参加者の一人である Vernon Smithによるコメント： Lomborg 2005, p.635）といった、サイエンスの面

からも倫理的な面からも疑義があるコメントがなされている。 

いずれにしろ、気候変動が最下位になったからといって「何もしなくてもよい」と解釈することは、

ただの問題先延ばしであり、温暖化懐疑論を利用して責任を回避しようとする利害関係者の術中には

まることになる。 

 ちなみに、2005年 1月スイスでのダボス会議参加者の世界重要問題優先順位付け投票（14の問題か

らトップ 6 を選ぶというもの）の結果は、上から順に貧困解消、公平なグローバリゼーション、気候

変動、教育、中東、グローバル・ガバナンスであった。また、2007年 1月のダボス会議での参加者投

票では、気候変動問題は「世界に与える影響が大きい」との回答が 38％、「国際社会の対応が不十分」

との答えが 55％で、他の 10項目を抑えて最も多かった。 

 

議論 30. 「人類社会にとって寒冷化の方が問題である」（槌田 2006）「生物にとっては今の地球は冷た

く、もう少し暖かくなった方が良いという全体的な傾向がある」（武田 2007, p.153）。 

 

＜反論＞  

 寒冷化はもし起これば確かに人類にとって重大な問題である。しかし、今後約百年の間に起こる可

能性は温暖化に比べてずっと低いと考えられている。70 年代に言われた長期寒冷化説は主に、1 万年

から 10万年くらいの周期帯の間氷期から氷期への移行のことを念頭において行われている。（公転軌
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道と自転軸の変化の可能性に関する最新の推定によると）約 2 万年後に起こるとされている氷期の到

来7と、100 年以内の温暖化とどちらを想定して将来に備えるべきかは明らかである。また、温暖化に

よるコストとベネフィットは、受益者と被害者がそれぞれ誰なのかという公平性の観点などから十分

に検討されるべきである。なお、現在のような急激な二酸化炭素濃度の上昇が続けば、自然現象であ

る氷期‐間氷期サイクルにも何らかの狂いが生じると考える方が自然である。なお、温暖化に関する

科学的理解は確かに進んだ（精度が上がった）ことを理解するにはWeart（2003）が参考になる。 

 

議論31. 炭鉱の閉山が始まっている。炭鉱はいったん閉山したら、坑道がくずれて回復できない（槌田

2006）。 

 

＜反論＞  

 炭鉱は、コスト競争力や大気汚染防止などの様々な理由で閉山されている。たしかに、閉山後の再

開は容易ではなく、落盤やガス爆発事故が起こる可能性も高くなる。しかし、基本的には技術の問題

であって、再開に際して安全管理などにコストをどれだけかけるかという経済的な問題でもある。閉

山後に問題なく再開した実例はあり、回復できないということはない8。 

 

議論 32. 「長期的には適当な削減方式、短期・中期的には適応方式、というのが現実的」（伊藤 2006, p.42） 

 

＜反論＞  

まず伊藤（2006）では、「短期」「中期」「長期」「社会の持続性」「現実的」「地域的」「局所的」「多

様性」「マクロ」「ミクロ」「適当」などの曖昧な言葉が十分な説明のないままに多用されており、論理

的な議論や反証が困難な文章となっている。例えば、短期や中期というのは、何年程度を想定してい

るのか。「社会の持続性」とは何なのか。「現実的」という概念は主観的なものであり、だれもが自分

の主張は「現実的」と考えているのではないだろうか。 

また、伊藤（2006）が言う「長期的には適当な削減方式、短期・中期的には適応方式、というのが

現実的」（p.42 上から 20 行目）は、恐らく「現時点では、局所的な適応策を行うべきであって温室効

果ガスの排出削減のような緩和策は不要である」と解釈しうる。しかし、適応策は、いわゆる対症療

法であり、緩和策は、原因物質を取り除く根本的な治療である。両者は性質が全く異なるものであり、

二者択一ではないし、どちらか一つだけでよいというものでもない。また、対症療法が優先されるの

は、1）原因が不明、2）根本的な治療の実施が技術的あるいは経済的に不可能、の二つの場合である。

現在、不確実性はあるものの、温暖化の原因としての二酸化炭素の重要性は否定されておらず、その

                                                   
7 例えば、Berger and Loutre（2002）。 
8 炭鉱事故は、閉山が関係ある場合も関係ない場合もある。確かに、世界中で起きている炭鉱事故（推定死亡者年
間 1万人以上）の問題は非常に深刻であり胸が痛む問題である。しかし、それと「温暖化対策の必要性」とは異
なる問題である。 
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削減も不可能とは言い難い。逆に、「削減を遅らせば遅らせるほど、社会構造の急激な変化を伴わざる

を得ないような大幅な削減が必要となり、経済的にもより多額のコストが必要」「温暖化による被害金

額が温室効果ガス排出削減コストを大幅に上回るため早期の削減策の実施が経済合理的」という結論

を示している研究もある。 

さらに、伊藤（2006）は、地域的・局所的な適応政策について「コスト的に有利」（p.42左段下から

19 行目）と書いている。対症療法と根本的な治療のコストを単純に比較するのは無意味であり、かつ

対症療法のコストも決して小さいものではない。例えば、適応策として考えられる堤防建設であるが、

日本の海岸地域に堤防を作る費用は約 11 兆円と見積もられている（海面上昇が 90 センチメートルの

場合）。このようなコストが小さいか大きいかは自明ではない。伊藤（2006）は、「局所的な社会・生

態系は複雑系」（p.41右段下から 5行目）とも書いている。もし、ここで用いられている「複雑系」と

いう言葉が「不確実性」も同時に意味するものであれば、効果的に対症療法的な対応を講じるのは容

易ではなく、コストの正確な計算も困難なはずである。 

したがって、「現時点では、局所的な適応策を行うべきであって温室効果ガスの排出削減のような緩

和策は不要である」というのは、現状から論理的に導かれるものではなく、価値判断が入った非論理

的なステートメントであるように思われる。緩和策を早急に行わないことは対策の単純な先送りであ

り、産油国や化石燃料業界、そして温暖化問題における加害者と考えられる一人あたりの排出量が多

い人々などの既得権益を持つ特定の人々を利するだけである。 

 

議論 33.「温暖化問題とエネルギー問題とのデカップリングが必要」（伊藤 2006, p.41） 

 

＜反論＞  

繰り返し強調しているように、二酸化炭素の排出削減対策の多くは、省エネやエネルギー多様化を

促すものであり、エネルギー安全保障の強化につながる。また、逆もまた然りである。お互い正の相

関関係があって、かつ、両者とも推進するのが重要と考えるのであれば、副次的効果としてお互いの

関係性を重視して、カップリングを考慮するのは当然といえる。デカップリングが必要というのであ

れば、どちらかを重要と考えていないことになるが、伊藤（2006）では明示的に書かれてはいない。

いずれにしろ、価値判断が関わるものであり、デカップリングの必要性は自明のことでは全くない。 

 

（担当執筆者：明日香壽川）
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5. 京都議定書の評価  
 

「京都議定書は日本にとって不平等条約である」「京都議定書を守っても温暖化防止効果はな

い」というのも、懐疑的な見方をする人々が用いる常套句である。たしかに、「平等かどうか」

の判断は主観的な要素も含むため難しい。しかし、日本に限らず、おそらくほとんどの国が、

京都議定書は自国にとって不利だと考えていると思われる。また、多くの批判者が、京都議定

書の内容や（日本を含めた）各国の状況を理解していない。さらに、確かに京都議定書を守る

だけでは、温暖化対策としては不十分だと思われる。しかし、そのことが「京都議定書は無意

味だ」という結論を論理的に導くことはない。本章では、いわゆる京都議定書批判について、

事実と論理をもとにコメントする。  
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議論 34.「京都議定書はとてつもない不平等条約である」（伊藤・渡辺 2008, p.222；武田 2007a；武田

2007b；武田 2008c）「日本のような省エネが進んだモデルのような国では、これ以上、二酸化炭素排出

は減らない」（養老 2007, p.49） 

 

＜反論＞  

1970 年代のオイル・ショック以降、日本はかなりの省エネ化が進めたと言われるが、それと同じく

らいに欧州の国々も省エネ化を進めている。日本国民の方が環境意識は高い、日本政府の温暖化施策

の方が実効性はある、日本だけが温暖化対策に熱心に取り組んでいる、といった議論は、世界各国の

実情や構造的な違い、そして実際のデータを無視した自己中心的、あるいは「井の中の蛙」的な議論

である。すなわち、日本が省エネ大国とか温暖化対策大国とか環境大国というのは神話の部分が少な

くない。 

しばしば、イギリスは天然ガスへの転換、ドイツは東西統一のおかげで京都議定書の目標達成が容

易だとも言われる。しかし、そのイギリスとドイツの京都議定書の数値目標に関して言えば、欧州連

合（EU）全体での削減数値目標はマイナス 8％であるものの、欧州連合（EU）の国の中の分担ではさ

らに厳しい目標を課せられていて、イギリスはマイナス 12.5％、ドイツはマイナス 21％とそれぞれな

っている（ともに 1990 年を基準年）。一方、日本は、ほぼ日本だけのための特別権利のようなものと

して森林吸収分としてマイナス 3.8％を得たため、実質はマイナス 2.2％（-3.8+6）とも言える。だから、

この数値だけから判断すると、日本はかなり有利とも考えられる。  

温暖化対策の分野で、日本あるいは日本政府が必ずしも優等生ではないことは、もう少し定量的な

議論でも補足できる。例えば、国全体の二酸化炭素排出量が増減する要因としては、1）人口、2）一

人あたり所得、3）化石燃料の中の石炭の割合、4）１次エネルギーの中での化石燃料の割合、5）GDP

あたりのエネルギー消費量、の 5 つが考えられる。前の二つの人口や一人あたりの所得は、政府の温

暖化政策によって変えることは実際にはできないが、後の三つは、政府が適切な施策を講じれば変え

ることができる。したがって、前の二つの要素と後の三つの要素の比をとって各国の政策のパフォー

マンスを定量的に比較することが可能である。実際に、世界銀行が、この方法を用いて、1994 年から

2004年までの 10年間における世界の排出量上位 70カ国の政府施策パフォーマンスを順位付けしてい

る（World Bank 2008）。これによると、イギリスやドイツは政策によって温暖化対策を進めたことがわ

かるものの、日本は、主に、3 番目の要素である化石燃料の中の石炭の割合が増えたために、上位 70

カ国中 61 番目になっている。実は、上位 70 カ国では、日本とイランが化石燃料の中の石炭の割合を

他国に比べて極端に増やしている。 

日本で石炭の消費が急激に増えた理由は、石炭火力発電が急激に増えたためであり、それは企業と

国が、他のエネルギーよりも石炭を選んだからである。もちろん、石炭が持つ特性（低価格およびエ

ネルギー安全保障への貢献）は魅力的である。ただし、他の国にとっても魅力的であるという意味で

条件は同じであり、結局、日本の場合、温暖化対策の優先順位が他国、特に他の（ブッシュ政権時の

米国をのぞく）先進国に比較して低かったと考えざるをえない。実際に、化石燃料に課せられている
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税金は、日本の場合、先進国の中でもかなり小さい（表参照）。 

 
         表 CO2排出量 1トンあたりの税額（2008年 7月時点） 

 ガソリン 軽油 重油 石炭 天然ガス 

日本 24052 13034 753 291 400 

イギリス 45543 40368 7200 1083 1820 

ドイツ 45388 28915 1458 587 1930 

デンマーク 38651 25506 17429 15256 23692 

                 単位：円 

出所：環境省（2008） 

 

さらに、しばしば日本に不利だと指摘される 1990年という基準年も、逆に日本に有利なのでは、と

いう議論もある。なぜなら、日本にとっての 1990年というのは、景気が良いバブルのときだったから

である。実際に、削減目標を達成するために、日本とイギリスとドイツが何年前までの排出量に戻ら

なければいけないかというと、日本は 1990年の 2年前の 1988年だが、イギリスは 1947年、ドイツは

1960年の排出量までに戻す必要がある。 

そもそもどうして 1990年が基準年になったかというと、1992年に日本政府も署名した気候変動枠組

条約の中に「1990年比で 2000年までに増加量をゼロ％にする」という目標があるのが大きな理由であ

る。すなわち、この条約で、はじめて国際社会全体が、温暖化問題を重要な問題と認識して温暖化対

策に真剣に取り組もうと約束した。だから、1997年の京都会議で、その 1990年を再び使ったというの

は、それほどおかしな話ではない。 

最後に、「省エネが進んでいるから排出削減しなくてよい」という議論には、排出の責任という観点

が抜けていることを指摘したい。すなわち、現在、人類に問われているのは排出量の総量削減であっ

て、汚染者負担原則に基づけば、一人あたりの排出が多ければ、省エネの進捗度とは関係なく、排出

を削減する義務が生じる。もちろん、排出削減の公平性をどのように担保するかは交渉マターでもあ

り単純ではない。しかし、少なくとも省エネ進捗度だけが公平性の指標ではないことは確かである。 

 

議論 35.「京都議定書を守っても温暖化対策の効果はない」（池田 2006, 渡辺・伊藤 2008, p.224-p.226；

武田 2007a；武田 2007b；武田・丸山 2008；池田・養老 2008） 

 

＜反論＞  
 京都議定書の意義は、それまでは掛け声やスローガンにすぎなかった努力目標を、法的拘束力や罰

則がある国際約束に変えたことである。京都議定書の排出削減の中身が不十分だとか、特定の国に有

利だとか、一部そういう事実はあるものの、そのような批判は、例えて言えば、生まれたばかりの赤

ちゃんに対して、髪の毛がないとか、歩けないとか、言葉がしゃべれないとか、そういうような言う

のと同じレベルの批判である。また、そういう批判をしている人の多くが、かつて京都議定書の排出
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削減を厳しいものにならないように画策していた。だから、自分たちで効果を無理矢理小さくしたこ

とには知らんぷりしながら、「効果が小さい」と言って批判しているようなおかしな状況とも言える。  

 なお、「日本が京都議定書の数値目標を守っても全体的な影響は小さい」という議論は、まず日本が

世界第 4位の温室効果ガスの「大排出国」であることに対する事実認識がない。また、「小さな部分に

どんどん分解すれば、どんなものでも部分が全体に与える影響が小さくなるのは当然である」という

意味で非論理的であり、「一人だけ悪事を働いても全体的な影響は小さいから問題ない、と主張してい

るのと同じである」という意味で非倫理的である。 

 

（担当執筆者：明日香壽川）
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最後に  
 産業革命以降 1 度以上の気温上昇で珊瑚礁は白化が始まるとされており、すでに白化現象の世界的

な多発が報告されている（Graham et al. 2006）。また、2005年 12月には、初めて国連が公式に移民を

援助した高潮難民 100 人がバヌアツ共和国で発生した。すなわち、温暖化の被害はすでに現実のもの

となっていたり、あるいは近い将来に起こることが予想されたりするものとなっており、決して 50年

後や 100年後のような遠い将来のことではない。 

 一方、2006年 3月 29日のホワイトハウスでの記者会見にてブッシュ前米大統領は、温暖化が起きて

いることは認めるものの、人為的二酸化炭素排出が原因であることを疑うような発言をしている。す

なわち、懐疑論者と同じことを公式の場で発言している。そのブッシュ前大統領に関して、彼に実質

的に解任されたポール・オニール元財務長官（世界最大のアルミ精錬会社アルコアの CEO を 13 年間

務めた）は「米国が京都議定書から離脱した理由は、温暖化対策が石炭・石油業界などのブッシュ政

権の支持基盤の利益に背くと大統領およびチェイニー副大統領が判断したため」という趣旨の発言を

している（サスキンド 2004, p.160）。 

 このように、温暖化対策を遅らす余裕を人類は持たないはずなのに、ドロドロとした政治や利益集

団、そして彼らに意識的、あるいは無意識的に操られた懐疑論者が足を引っ張っている。しかし、温

暖化対策を進めることは、温暖化防止のためだけではなく、本稿でも述べてきたように資源の有効利

用、貧困削減、そしてエネルギー安全保障という側面でも非常に重要な意味を持つ。したがって、自

己利益だけのために温暖化対策に反対する人々に都合よく使われ、温暖化対策は必要不可欠という社

会意識の醸成を阻むボディーブローのように効いている懐疑論に対しては、（疲れるなと思いつつも）

一つ一つ丁寧に反論をしていかねばと思う。 
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